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１　計画策定までの経過

【吹田市障がい者福祉事業推進本部】
　＜平成 22年度（2010 年度）＞

会　　議 開　催　日 要　　旨
第１回幹事会  平成 22年 ９月 30日 ・第３期障がい者計画（素案）について
第２回幹事会  平成 23年 ３月 ３日 ・第３期障がい者計画（案）について
第１回本部会   ３月 22日 ・第３期障がい者計画（案）の決定について

【吹田市福祉審議会】
　＜平成 21年度（2009 年度）＞

会　　議 開　催　日 要　　旨
第１回  平成 21年 ７月 28日 ・第３期障がい者計画の策定について
第２回  平成 22年 ２月 26日 ・アンケート調査の結果について

　＜平成 22年度（2010 年度）＞
会　　議 開　催　日 要　　旨
第１回  平成 22年 11 月 ４日 ・第３期障がい者計画（素案）について

第２回  平成 23年 ２月 15日 ・ 第３期障がい者計画（素案）に係るパブリック
コメントの報告と計画（素案）について

【吹田市障がい者施策推進委員会】　
　＜平成 21年度（2009 年度）＞

会　　議 開　催　日 要　　旨
第１回  平成 21年 ８月 28日 ・第３期障がい者計画の策定について
第２回  平成 22年 ２月 19日 ・アンケート調査の結果について

　＜平成 22年度（2010 年度）＞
会　　議 開　催　日 要　　旨
第１回  平成 22年 ７月 ８日 ・第３期障がい者計画の骨子（案）について
第２回   11 月 １日 ・第３期障がい者計画（素案）について
第３回   11 月 26日 ・障がい者団体を対象とした計画（素案）意見聴取会

第４回  平成 23年 ２月 ４日 ・ 第３期障がい者計画（素案）に係るパブリック
コメント等の報告と計画（素案）について
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【吹田市障がい者施策推進委員会　作業部会】
　＜平成 21年度（2009 年度）ワーキング＞

会　　議 開　催　日 要　　旨

第１回  平成 21年 ６月 ３日 ・作業部会（ワーキング）の進め方について
・アンケート調査について

第２回   ６月 18日 ・第２期計画の進捗状況と今後の方向性について
・今後の進め方について

第３回   ７月 23日 ・第３期計画の策定にあたって

第４回   ８月 11日 ・第２期計画の進捗状況の照会について
・アンケート調査の内容について

第５回   ９月 ９日 ・第２期計画の進捗状況について
・アンケート調査の内容について

第６回   10 月 ７日 ・アンケート調査の内容について
・拡大ワーキングについて

　＜平成 21年度（2009 年度）拡大ワーキング＞
会　　議 開　催　日 要　　旨
第１回  平成 21年 10 月 15日 ・「くらし」についての課題整理
第２回 10月 22日 ・「くらし」についての課題整理（２回目）
第３回 11月 11日 ・「日中活動」についての課題整理
第４回 11月 17日 ・「日中活動」についての課題整理（２回目）
第５回   12 月 １日 ・「就労」についての課題整理
第６回 12月 24日 ・「就労」についての課題整理（２回目）
第７回  平成 22年 １月 14日 ・「児童」についての課題整理
第８回 １月 21日 ・「児童」についての課題整理（２回目）
第９回 １月 28日 ・「精神」についての課題整理
第 10回 ２月 10日 ・「精神」についての課題整理（２回目）
第 11回   ３月 ４日 ・「医療」についての課題整理
第 12回 ３月 30日 ・「医療」についての課題整理（２回目）

　＜平成 22年度（2010 年度）ワーキング＞
会　　議 開　催　日 要　　旨

第１回  平成 22年 ４月 ８日 ・拡大ワーキングの課題の集約について
・今後のスケジュール等について

第２回 ４月 22日 ・第２期計画の評価と課題について
・第３期計画の施策の体系について

第３回 ５月 27日
・第３期計画の構成（案）について
・施策の基本方向と考え方（案）について
・第２期計画の現状と課題について

第４回 ６月 10日 ・第３期計画の施策の基本方向と考え方について
第５回 ６月 17日 ・第３期計画の骨子（案）について
第６回 ７月 22日 ・第３期計画の骨子（案）について
第７回 ８月 19日 ・第３期計画の骨子（案）について
第８回 ８月 24日 ・第３期計画の骨子（案）について
第９回   ９月 ９日 ・第３期計画（素案）について
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【第３期吹田市障がい者計画策定のためのアンケート調査】
　調査期間　平成 21年（2009 年）９月～ 12月

【第３期障がい者計画（素案）に係る意見提出（パブリックコメント）手続】
　意見提出期間　平成 22年（2010 年）12月 13日～平成 23年（2011 年）１月 11日
　意見提出件数　108通　248 件　
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吹田市福祉審議会規則
平成４年３月 31日

規則第 13号

　（趣旨）
第 １条　この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和 32年吹田市条例第 302号）第
３条の規定に基づき、吹田市福祉審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営その他必
要な事項を定めるものとする。
　（任務）
第 ２条　審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申するものと
する。
（１）　高齢者の福祉に関する事項
（２）　身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉に関する事項
（３）　児童の福祉に関する事項
（４）　その他社会福祉に関する事項
　（組織）
第３条　審議会は、委員 25人以内で組織する。
２ 　審議会の委員（以下「委員」という。）は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱
する。
（１）　学識経験者　７人以内
（２）　市内の福祉団体及び公共的団体の代表者　７人以内
（３）　市議会議員　６人以内
（４）　関係行政機関の職員　３人以内
（５）　市民　２人以内
３　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
４　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　（臨時委員）
第 ４条　特別の事項を調査審議するため市長が必要があると認めるときは、審議会に臨時委員
を若干人置くことができる。
２ 　臨時委員は、審議会が調査審議する事項のうち、市長が必要と認める特別の事項について
のみ議事に参与する。
３ 　臨時委員は、市長が委嘱し、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときに解嘱する
ものとする。
　（会長）
第５条　審議会に会長を置き、委員の互選により定める。
２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
３ 　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員がその職
務を代理する。
　（会議）
第６条　審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。
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２ 　審議会は、委員及び議事に参与する臨時委員（以下「委員等」という。）の半数以上の出
席がなければ、会議を開くことができない。
３ 　審議会の議事は、出席した委員等の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ
ろによる。
　（部会）
第７条　審議会に、必要に応じ部会を置くことができる。
２　部会に属するべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。
３　部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。
４ 　部会長は、当該部会の会務を掌理し、当該部会における審議の状況及び結果を審議会に報
告する。
５　部会の運営については、第５条第３項及び前条の規定を準用する。
　（意見の聴取等）
第 ８条　審議会及び部会は、必要に応じ委員等以外の者に、会議への出席を求めてその意見若
しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。
　（庶務）
第９条　審議会の庶務は、福祉保健部地域福祉室福祉総務課において処理する。
　（委任）
第  10 条　この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、審議会の意見
を聴いて会長が定める。

　　附　則
　この規則は、平成４年７月１日から施行する。
　　附　則（平成 10年４月 20日規則第 27号）
　この規則は、公布の日から施行する。
　　附　則（平成 11年１月 26日規則第３号）
　（施行期日）
１　この規則は、平成 11年４月１日から施行する。
　（以下省略）
　　附　則（平成 12年７月 24日規則第 50号）
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則の施行の日以後初めて委嘱するこの規則による改正後の吹田市福祉審議会規則第
３条第２項第５号の委員の任期は、同条第３項本文の規定にかかわらず、平成 14年７月 31
日までとする。
　　附　則（平成 14年９月 18日規則第 48号）
　この規則は、公布の日から施行する。
　　附　則（平成 17年３月 31日規則第 17号）
　この規則は、平成 17年４月１日から施行する。
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吹田市福祉審議会委員名簿
平成 23年（2011 年）３月 31日現在

１号委員（学識経験者）

井岡　勉 同志社大学名誉教授 会　長

岡橋　義弘 （社）吹田市薬剤師会副会長

小倉　信幸 （社）吹田市医師会副会長

小林　敏子 平成福祉会新高苑嘱託医

千原　耕治 （社）吹田市歯科医師会副会長

濱岡　政好 佛教大学社会学部公共政策学科教授 会長職務代理者

矢野　秀利 関西大学社会学部教授

２号委員（市内の福祉団体及び公共的団体の代表者）

川井　悠子 吹田市民生・児童委員協議会会計監査

北野　雅一 労働団体代表（吹田地区労働組合連合会幹事）

阪本　武治 吹田市自治会連合協議会副会長

立川　浩次 （福）吹田市社会福祉協議会会長

西岡　昌佐子 （社）大阪エイフボランタリーネットワーク吹田支部
吹田母子会会長

廣瀬　弥生 吹田市消費者団体協議会委員

三木　信次 労働団体代表（吹田市教職員組合執行委員長）

３号委員（市議会議員）

生野　秀昭 吹田市議会議員

柿原　真生 吹田市議会議員

梶川　文代 吹田市議会議員

木村　裕 吹田市議会議員

塩見　みゆき 吹田市議会議員

豊田　稔 吹田市議会議員

４号委員（関係行政機関の職員）

木村　百合 大阪府吹田子ども家庭センター 所長

髙野　正子 大阪府吹田保健所長

５号委員（市民）

梅原　佳子 市民委員

松下　睦子 市民委員
（各号委員ごとに五十音順）
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吹田市障がい者施策推進委員会設置要領
制　　定　平成９年６月 10日
最近改正　平成 21年３月２日

　（設　置）
第 １条　吹田市障がい者計画に定める施策の推進に関し、障がい者及び関係者の意見を反映し、
事業の円滑かつ効果的な運営に資するため、吹田市障がい者施策推進委員会（以下「委員会」
という。）を置く。
　（任　務）
第２条　委員会は、市長の求めに応じ、次に掲げる事項について調査及び検討する。
　（１）　吹田市障がい者計画の推進に関する事項
　（２）　その他市長が必要と認める事項
　（組　織）
第３条　委員会は委員 20人以内で組織する。
２　委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。
　（１）　学識経験者
　（２）　市内の公共的団体の代表者
　（３）　市内の障がい者等及び障がい者の福祉に関する事業に従事する者
　（４）　関係行政機関の職員
　（５）　市職員
３　委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。
４　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
５ 　第２項第５号に掲げる委員は、産業労働にぎわい部長、児童部長、学校教育部長の職にあ
る者を充て、委員の任期は、任命した時の職に在任する期間中とする。
　（委員長）
第４条　委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。
２　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。
３ 　委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員
がその職務を代理する。
　（会　議）
第５条　委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。
２　委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。
３ 　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに
よる。
　（専門部会）
第６条　委員会に、必要に応じ専門部会を置くことができる。
２　専門部会に属するべき委員は、委員長が指名する。
３　専門部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。
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４ 　部会長は、当該部会の会務を掌理し、当該部会における調査及び検討の状況及び結果を委
員会に報告する。
５　専門部会の運営については、第４条第３項及び前条の規定を準用する。

　（意見の聴取等）
第 ７条　委員会及び専門部会は、必要に応じ委員以外の者に、会議への出席を求めてその意見
若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。
　（庶　務）
第８条　委員会の庶務は、福祉保健部障がい者くらし支援室において処理する。
　（委　任）
第９条　この要領に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が定める。

　　附　則
　この要領は、平成 20年４月１日から施行する。
　　附　則
　この要領は、決裁の日から施行する。（決裁日平成 21年３月２日）
　ただし、第８条の規定は、平成 21年４月１日から施行する。
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吹田市障がい者施策推進委員会委員名簿  
平成 23年（2011 年）３月 31日現在

1号委員（学識経験者）

井岡　勉 同志社大学名誉教授、吹田市福祉審議会会長

小倉　信幸 吹田市医師会副会長 委員長職務代理者

矢野　秀利 関西大学社会学部教授、吹田市福祉審議会委員 委員長

2号委員（市内の公共的団体の代表者）

有田　八郎 労働団体代表 　

谷合　文広 吹田商工会議所代表 　

由佐　満雄 吹田市社会福祉協議会副会長 　

渡邉　達雄 吹田市民生・児童委員協議会副会長 　

3号委員（市内の障がい者等及び障がい者の福祉に関する事業に従事する者）

馬垣　安芳 社会福祉法人ぷくぷく福祉会理事長 ワーキング委員

小西　清 吹田市身体障害者福祉会会長 　

鈴木　英夫 社会福祉法人さつき福祉会理事長 ワーキング委員

播本　裕子 吹田市手をつなぐ親の会事務局長 　

平形　恒雄 社会福祉法人のぞみ福祉会統括施設長 ワーキング委員

牧野　篤子 社会福祉法人コミュニティキャンパス理事長 　

山口　剛 吹田市障害児・者を守る連絡協議会運営委員 ワーキング委員

4号委員（関係行政機関の職員）

木村　百合 大阪府吹田子ども家庭センター所長 　

下川　繁裕 淀川公共職業安定所業務部長 　

住山　明子 大阪府吹田保健所参事 　

5号委員（市職員）

赤松　祐子 自治文化にぎわい総括監（産業労働にぎわい部長） 　

西山　均 児童部長 　

原田　勝 学校教育部長
（各号委員ごとに五十音順）
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吹田市障がい者福祉事業推進本部設置要領
制　　定　昭和 55年９月 29日
最近改正　平成 23年３月　１日

　
　（設　置）
第 １条　庁内における障がい福祉事業の連絡調整を図り、当該事業を総合的かつ効果的に実施
するため、吹田市障がい者福祉事業推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。
　（所掌事務）
第２条　推進本部は、次の各号に掲げる事務を所掌する。
　（１）　障がい者の自立更生と社会参加を推進するための施策の調整に関すること。　
　（２）　地域社会の障がい者への理解と協力を得るための啓発活動に関すること。
　（３）　前２号に掲げるもののほか、本部長が必要と認めること。
　（組　織）
第３条　推進本部に、本部会及び幹事会を置く。
　本部会は、本部長・副本部長及び本部員をもって組織する。
２　本部長は、市長をもって充てる。
３　副本部長は、副市長、教育長、水道事業管理者及び病院事業管理者をもって充てる。
４　本部員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。
　 　政策企画総括監、政策財務総括監、政策推進総括監、自治文化にぎわい総括監、こどもく
らし健康総括監、都市創造総括監、教育次長、総括理事（みんなで支えるまちづくり推進担当）、
政策企画部長、秘書長、総務部長、政策推進部長、危機管理監、財務部長、自治人権部長、
市民文化部長、産業労働にぎわい部長、児童部長、福祉保健部長、障がい者くらし支援室担
当理事、環境部長、都市整備部長、建設緑化部長、下水道部長、消防長、水道部長、市民病
院事務局長、学校教育部長、教育監、地域教育部長、体育振興部長
　（職　務）
第４条　本部長は、推進本部の事務を総括する。
２ 　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、あらかじめ本部長が定めた順序
によりその職務を代理する。
３　本部員は、本部長又は副本部長の命を受け、本部の事務に従事する。
　（本部会議）
第５条　本部会議は、必要に応じて本部長が招集し、本部長がその議長となる。
２ 　本部長は、必要があると認めるときは、本部員以外の者の出席を求め、その意見を聴くこ
とができる。
　（専門部会）
第 ６条　本部会議に、その所掌事務を調査研究等をするため必要があるときは、専門部会（以
下「部会」という。）を置くことができる。
２　部会に属する本部員は、本部長が指名する。
３　部会に部会長及び副部会長を置き、それぞれ本部長が指名する本部員をもって充てる。
４　部会長は、部会に会務を掌理する。
５ 　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、又は部会長が欠けたときは、その
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職務を代理する。
６　部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、部会長がその議長となる。
７ 　前条第２項に規定は、部会について準用する。その場合において、同項中「本部長」とあ
るのは「部会長」と読みかえるものとする。
　（幹　事）
第７条　推進本部に幹事を置く。
２　幹事は、本部長の命を受けて推進本部の所掌事務について本部員を補佐する。
３　幹事は、次に掲げる職にある者をもって充てる。
　 　ただし、主管の部次長を置かないときは、部の庶務を所管する室の室長をもって充てる。
政策企画部次長、総務部次長、総務部人事室長、政策推進部次長、財務部次長、自治人権部
次長、市民文化部次長、産業労働にぎわい部労働政策室長、児童部次長、福祉保健部次長、
福祉事務所長、環境部次長、都市整備部次長、建設緑化部次長、下水道部次長、消防本部次長、
水道部次長、市民病院事務局病院総務室長、学校教育部次長、地域教育部次長、体育振興部
次長
　（作業部会）
第 ８条　本部会議に、その所掌事務を調査研究等をするため必要があるときは、作業部会を置
くことができる。
２　作業部会に属する部会員は、本部長が指名する。
３　作業部会に部会長及び副部会長を置き、それぞれ本部長が指名する。
４　部会長は、部会に会務を掌理する。
５ 　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、又は部会長が欠けたときは、その
職務を代理する。
６　部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、部会長がその議長となる。
　（庶　務）
第９条　本部会の庶務は、福祉保健部障がい者くらし支援室において処理する。
　（委　任）
第  10 条　この要領に定めるもののほか、推進本部の運営に関して必要のある事項は本部長が
定める。

　　附　則
この要綱は、昭和 55年９月 29日から施行する。
　　附　則
この要綱は、昭和 57年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、昭和 60年６月 10日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成元年１月 20日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成４年 11月 17日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成５年 11月８日から施行する。



─ 78 ─

資
料
編

　　附　則
この要綱は、平成８年 12月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成 10年４月 20日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成 12年４月 17日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成 17年４月１日から施行する。
　　附　則
この要領は、決裁の日から施行する。（決裁日平成 19年８月７日）
　　附　則
この要領は、平成 19年 11月 12日から施行する。
　　附　則
この要領は、決裁の日から施行する。（決裁日平成 21年３月２日）
　ただし、第３条及び第９条の規定は、平成 21年４月１日から施行する。
　　附　則
この要領は、平成 21年４月１日から施行する。
　　附　則
この要領は、平成 23年３月１日から施行する。
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２　計画関連資料

■障がい者施策の動き
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目　　次
　前　文
　第１章　総則（第１条・第２条）
　第２章　基本理念（第３条）
　第３章　市民等の役割及び市の責務（第４条－第６条）
　第４章　くらしと健康を支えるための福祉の増進に関する基本的施策（第７条－第 12条）
　第５章　くらしの支援のための施策
　　第１節　市民福祉に関する施策（第 13条－第 15条）
　　第２節　高齢者福祉に関する施策（第 16条－第 18条）
　　第３節　障害者福祉に関する施策（第 19条－第 21条）
　　第４節　児童福祉に関する施策（第 22条－第 25条）
　第６章　健康の増進のための施策（第 26条－第 29条）
　第７章　雑則（第 30条）
　附　則

　　　前　文
　吹田は、古くから農業や商工業が営まれ、人々のくらしの場として栄えてきました。人々は
地域において互いに助け合い、協力し合うことで良好な近隣関係を築き上げ、自らのくらしを
守ってきました。そして、現在では、行政の力だけでなく、市民や事業者を含め、行政と地域
が一体となってくらしと健康を守る地域福祉活動が展開されています。
　しかしながら、地域を取り巻く社会情勢が日々変化していく中で、私たちのまわりでは、貧
困と格差の問題、少子高齢化と核家族化の進行、近隣関係の希薄化、さらに児童や高齢者への
虐待といった生命にかかわる課題が山積しています。そうした課題を解決し、市民のくらしと
健康を支えるためには、市が、公的な責務を果たしながら、自助、互助、公助の役割分担を認
識しつつ、市民及び事業者との協働により、互いに助け合ってくらしと健康を支える取組を推
進するとともに、地域の実情に応じた福祉の増進に関する施策を総合的に実施することがこれ
まで以上に求められています。
　このような状況において、日本国憲法で規定されている健康で文化的な最低限度の生活を営
む権利をあらゆる市民が有することを踏まえ、市民の福祉の増進についての基本理念を定める
ことにより、市民、事業者及び市は、一定の方向性の下で市民のくらしと健康を支える取組を
行い、だれもが住み慣れた地域において健康で安心して暮らすことができるまちづくりの推進
を図るため、この条例を制定します。
　　　第１章　総則
　（目的） 
第 １条　この条例は、市民の福祉の増進について基本理念を定め、市民及び事業者の役割並び
に市の責務を明らかにすることにより、市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進に関
する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって、だれもが住み慣れた地域において健康で安

　吹田市民のくらしと健康を支える福祉基本条例 制定　平成23年１月５日
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心して暮らせるまちづくりを進めることを目的とする。
　（定義） 
第 ２条　この条例において「市民」とは、本市に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。
２ 　この条例において「事業者」とは、市内に事業所を置き事業活動その他の活動を行う者及
び団体をいう。
　　　第２章　基本理念 
第 ３条　市民、事業者及び市は、市民の福祉の増進に当たっては、次に掲げる事項を目指して
行わなければならない。
　⑴　あらゆる市民が基本的人権を保障されること。
　⑵　あらゆる市民が健康で安心して暮らすことができるまちづくりの推進に寄与すること。
　⑶　あらゆる市民が生涯にわたって生きがいを持つことができるようにすること。
　⑷　すべての子どもがその権利を尊重され、健やかに育つこと。
２ 　市民、事業者及び市は、市民の福祉の増進に当たっては、地域において様々な課題を共有し、
互いに支え合うことにより行わなければならない。
　　第３章　市民等の役割及び市の責務
　（市民の役割）
第 ４条　市民は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、福祉の増進
について主体的に取り組むとともに、互いにくらしと健康を支える役割を果たすものとする。
　（事業者の役割）
第 ５条　事業者は、基本理念に基づき、地域社会の一員として、市民のくらしと健康を支える
ための福祉の増進に関する取組に協力するよう努めるものとする。
２ 　事業者は、事業に従事する者に対する子育て支援、介護支援その他のくらしの支援及び健
康の増進に努めるものとする。
　（市の責務）
第 ６条　市は、基本理念に基づき、国及び他の地方自治体との連携並びに市民及び事業者との
協働により、市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進に関する施策を総合的かつ計画
的に推進しなければならない。
２ 　市は、市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進に関する施策を推進するために必要
な財政上の措置を講ずるものとする。
３ 　市は、あらゆる施策の実施に当たっては、市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進
に配慮しなければならない。
４ 　市は、市民及び事業者が行う市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進に関する取組
を支援するものとする。
　　　第４章　くらしと健康を支えるための福祉の増進に関する基本的施策
　（基本方針）
第 ７条　市民、事業者及び市は、あらゆる市民に健康で文化的な最低限度の生活を営む権利が
保障されるよう努め、だれもが住み慣れた地域において、健康で安心して暮らすことができ
る社会の実現を目指すものとする。



─ 82 ─

資
料
編

　（各種計画の策定及び施策の推進）
第 ８条　市は、基本理念に基づき、地域の実情に配慮して市民のくらしと健康を支えるための
福祉の増進に関する各種計画を策定し、施策を推進するものとする。
　（取組への支援）
第 ９条　市は、事業者とともに、市民がくらしと健康を支えるための福祉の増進に関する取組
をする機会の充実を図るため、情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。
　（人材の育成）
第  10 条　市は、市民及び事業者とともに、市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進に
関する意識の高揚を図り、くらしと健康を支えるための福祉の増進を担う人材及び団体を育
成するために必要な施策を講ずるものとする。

　（啓発）
第  11 条　市は、次に掲げる事項に対する市民及び事業者の理解を深めるための啓発を行うも
のとする。

　⑴　高齢者の尊厳及び権利に関すること。
　⑵　障害及び障害者の権利に関すること。
　⑶　子どもの権利に関すること。
　⑷　健康の増進及び健康被害等の防止に関すること。
　（顕彰）
第  12 条　市は、市民のくらしと健康を支えるための福祉の増進に関し功績のあった個人及び
団体の顕彰に努めるものとする。

　　第５章　くらしの支援のための施策
　　　　第１節　市民福祉に関する施策
　（基本方針）
第  13 条　市民、事業者及び市は、高齢者、障害者及び子どもを含むあらゆる市民のくらしに
応じた様々な支援を推進することにより、だれもが住み慣れた地域において、安心して自立
したくらしを続けることができる社会の実現を目指すものとする。

　（施策の推進）
第  14 条　市は、あらゆる市民が安心して暮らすことができるよう、住宅の確保、就労の支援
その他のくらしを支える施策の充実に努めるものとする。

２ 　市は、市民及び事業者とともに、あらゆる市民が安全かつ快適に暮らすことができるよう、
バリアフリーのまちづくりに必要な施策を講ずるものとする。
３　市は、あらゆる市民に移動の自由が得られるよう、必要な支援に努めるものとする。
　（地域における相互支援の促進）
第  15 条　市は、住み慣れた地域において市民がくらしを支え合い、地域福祉の向上が図られ
るよう、市民、事業者及び福祉施設の相互交流及び連携の促進に努めるものとする。

２ 　市は、市民及び事業者とともに、地域の支援ネットワークを強化し、だれもが安心して安
全に暮らすことができるよう、見守り体制の構築に努めるものとする。
　　　　第２節　高齢者福祉に関する施策
　（基本方針）
第  16 条　市民、事業者及び市は、高齢者について、自立した一人の人間として健康で潤いの
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ある生活が保障される社会の実現を目指すものとする。
　（施策の推進）
第  17 条　市は、高齢者の健康状態及び介護状態に応じた施策を推進するものとする。
２　市は、高齢者の介護に携わるすべての人に対する支援に努めるものとする。
３　市は、高齢者の生きがいづくりへの支援に努めるものとする。
　（介護事業等の充実）
第  18 条　市は、事業者とともに、高齢者が住み慣れた地域において暮らし続けることができ
るよう、介護事業等の充実を図るものとする。

　　　　第３節　障害者福祉に関する施策
　（基本方針）
第  19 条　市民、事業者及び市は、障害を理由とした偏見及び差別をなくし、共に生き、共に
働く社会の実現を目指すものとする。

　（施策の推進）
第 20条　市は、障害者の権利を擁護する施策を推進するものとする。
２　市は、障害者の相談支援体制の整備等、地域におけるくらしの支援に努めるものとする。
３　市は、障害者の介護に携わるすべての人に対する支援に努めるものとする。
４　市は、事業者とともに、障害者の雇用の促進に努めるものとする。
　（障害福祉事業の充実等）
第  21 条　市は、事業者とともに、障害者が住み慣れた地域において日常生活及び社会生活を
営むことができるよう、障害福祉事業の充実を図るものとする。

２　市は、障害者が働く喜びを実感できる場の提供に努めるものとする。
　　　　第４節　児童福祉に関する施策
　（基本方針）
第  22 条　市民、事業者及び市は、すべての子どもが健やかで幸福に育ち、すべての家庭において、
夢を育み、喜びを持って子どもを生み育てることができる社会の実現を目指すものとする。

　（施策の推進）
第  23 条　市は、市民とともに、すべての子育て家庭において子育てにおける孤独感、不安感
等の心身の負担が軽減されるよう、施策の推進に努めるものとする。

２ 　市は、地域との緊密な連携を図ることにより、児童虐待の防止に関する施策の推進に努め
るものとする。
　（子育て支援事業の充実等）
第 24条　市は、市民及び事業者とともに、子育て支援事業等の充実を図るものとする。
２　市は、仕事と子育ての両立ができるよう、保育所等の施設の整備に努めるものとする。
３ 　市は、市民が心身ともにゆとりを持って子育てができるよう、情報の提供、安全対策等の
生活環境の整備に努めるものとする。
　（子どもの権利の擁護）
第  25 条　市は、市民及び事業者とともに、子どもの権利を擁護し、子どもの最善の利益が尊
重されるよう配慮するものとする。

２ 　市は、児童虐待等により配慮を要する子ども及び家庭に対する支援のために必要な施策の
充実を図るものとする。
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　　　第６章　健康の増進のための施策
　（基本方針）
第  26 条　市民、事業者及び市は、あらゆる市民が心身ともに健康に暮らすことができる社会
の実現を目指すものとする。

　（施策の推進）
第  27 条　市は、あらゆる市民の命を守り、健康を増進するため、健康診査等の保健事業の推
進に努めるとともに、その健康状態に応じて市民を適切な医療につなげるものとする。

２　市は、健康の増進のために必要な情報の収集及び調査を行うものとする。
３ 　市は、食生活の向上に資する情報その他の健康の増進に関する情報の提供に努めるものと
する。
　（医療を受ける市民に対する支援施策の充実）
第  28 条　市は、高齢者、障害者、子どもその他医療を要する市民が適切に医療を受けること
ができるよう、必要な施策の充実を図るものとする。

　（活動及び交流の場の提供）
第  29 条　市は、市民及び事業者とともに、地域における健康の増進に関する活動及び交流の
場の提供に努め、その活性化を図るものとする。

　　　第７章　雑則
　（委任）
第 30条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。
　
　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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第１章　総　則
（目的）
第 １条　この法律は、障害者の自立及び社会参加の支
援等のための施策に関し、基本的理念を定め、及び
国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、
障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の
基本となる事項を定めること等により、障害者の自
立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ
計画的に推進し、もつて障害者の福祉を増進するこ
とを目的とする。

（定義）
第 ２条　この法律において「障害者」とは、身体障害、
知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）
があるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当
な制限を受ける者をいう。

（基本的理念）
第 ３条　すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、そ
の尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。
２ 　すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、
経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機
会が与えられる。
３ 　何人も、障害者に対して、障害を理由として、差
別することその他の権利利益を侵害する行為をして
はならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第 ４条　国及び地方公共団体は、障害者の権利の擁護
及び障害者に対する差別の防止を図りつつ障害者の
自立及び社会参加を支援すること等により、障害者
の福祉を増進する責務を有する。

（国民の理解）
第 ５条　国及び地方公共団体は、国民が障害者につい
て正しい理解を深めるよう必要な施策を講じなけれ
ばならない。

（国民の責務）
第 ６条　国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の
福祉の増進に協力するよう努めなければならない。
２ 　国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の人権
が尊重され、障害者が差別されることなく、社会、
経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加するこ
とができる社会の実現に寄与するよう努めなければ
ならない。

（障害者週間）
第 ７条　国民の間に広く障害者の福祉についての関心
と理解を深めるとともに、障害者が社会、経済、文
化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意
欲を高めるため、障害者週間を設ける。
２ 　障害者週間は、12月３日から 12月９日までの１
週間とする。

３ 　国及び地方公共団体は、障害者週間の趣旨にふさ
わしい事業を実施するよう努めなければならない。

（施策の基本方針）
第 ８条　障害者の福祉に関する施策は、障害者の年齢
及び障害の状態に応じて、かつ、有機的連携の下に
総合的に、策定され、及び実施されなければならない。

２ 　障害者の福祉に関する施策を講ずるに当たつては、
障害者の自主性が十分に尊重され、かつ、障害者が、
可能な限り、地域において自立した日常生活を営む
ことができるよう配慮されなければならない。

（障害者基本計画等）
第 ９条　政府は、障害者の福祉に関する施策及び障害
の予防に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図
るため、障害者のための施策に関する基本的な計画
（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなけれ
ばならない。
２ 　都道府県は、障害者基本計画を基本とするととも
に、当該都道府県における障害者の状況等を踏まえ、
当該都道府県における障害者のための施策に関する
基本的な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）
を策定しなければならない。
３ 　市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計
画を基本とするとともに、地方自治法（昭和 22年
法律第 67号）第２条第４項の基本構想に即し、かつ、
当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該
市町村における障害者のための施策に関する基本的
な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策
定しなければならない。
４ 　内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議すると
ともに、中央障害者施策推進協議会の意見を聴いて、
障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めな
ければならない。
５ 　都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当
たつては、地方障害者施策推進協議会の意見を聴か
なければならない。
６ 　市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつて
は、地方障害者施策推進協議会を設置している場合に
あつてはその意見を、その他の場合にあつては障害者
その他の関係者の意見を聴かなければならない。
７ 　政府は、障害者基本計画を策定したときは、これ
を国会に報告するとともに、その要旨を公表しなけ
ればならない。
８ 　第２項又は第３項の規定により都道府県障害者計
画又は市町村障害者計画が策定されたときは、都道
府県知事又は市町村長は、これを当該都道府県の議
会又は当該市町村の議会に報告するとともに、その
要旨を公表しなければならない。
９ 　第４項及び第７項の規定は障害者基本計画の変更

　障害者基本法 　　　　　（昭和 45年５月 21日法律第 84号）
最終改正：　平成 16年６月４日法律第 80号
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について、第５項及び前項の規定は都道府県障害者
計画の変更について、第６項及び前項の規定は市町
村障害者計画の変更について準用する。

（法制上の措置等）
第 10条　政府は、この法律の目的を達成するため、必
要な法制上及び財政上の措置を講じなければならな
い。

（年次報告）
第 11条　政府は、毎年、国会に、障害者のために講じ
た施策の概況に関する報告書を提出しなければなら
ない。

第２章　障害者の福祉に関する基本的施策
（医療、介護等）
第 12条　国及び地方公共団体は、障害者が生活機能を
回復し、取得し、又は維持するために必要な医療の
給付及びリハビリテーションの提供を行うよう必要
な施策を講じなければならない。
２ 　国及び地方公共団体は、前項に規定する医療及び
リハビリテーションの研究、開発及び普及を促進し
なければならない。
３ 　国及び地方公共団体は、障害者がその年齢及び障
害の状態に応じ、医療、介護、生活支援その他自立
のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を
講じなければならない。
４ 　国及び地方公共団体は、第１項及び前項に規定す
る施策を講ずるために必要な専門的技術職員その他
の専門的知識又は技能を有する職員を育成するよう
努めなければならない。
５ 　国及び地方公共団体は、福祉用具及び身体障害者
補助犬の給付又は貸与その他障害者が日常生活を営
むのに必要な施策を講じなければならない。
６ 　国及び地方公共団体は、前項に規定する施策を講
ずるために必要な福祉用具の研究及び開発、身体障
害者補助犬の育成等を促進しなければならない。

（年金等）
第 13条　国及び地方公共団体は、障害者の自立及び生
活の安定に資するため、年金、手当等の制度に関し
必要な施策を講じなければならない。

（教育）
第 14条　国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢、
能力及び障害の状態に応じ、十分な教育が受けられ
るようにするため、教育の内容及び方法の改善及び
充実を図る等必要な施策を講じなければならない。
２ 　国及び地方公共団体は、障害者の教育に関する調
査及び研究並びに学校施設の整備を促進しなければ
ならない。
３ 　国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生徒
と障害のない児童及び生徒との交流及び共同学習を
積極的に進めることによつて、その相互理解を促進
しなければならない。

（職業相談等）
第 15条　国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の
自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切
な職業に従事することができるようにするため、そ
の障害の状態に配慮した職業相談、職業指導、職業
訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講じな
ければならない。
２ 　国及び地方公共団体は、障害者に適した職種及び職
域に関する調査及び研究を促進しなければならない。
３ 　及び地方公共団体は、障害者の地域における作業
活動の場及び障害者の職業訓練のための施設の拡充
を図るため、これに必要な費用の助成その他必要な
施策を講じなければならない。

（雇用の促進等）
第 16条　国及び地方公共団体は、障害者の雇用を促進
するため、障害者に適した職種又は職域について障
害者の優先雇用の施策を講じなければならない。
２ 　事業主は、社会連帯の理念に基づき、障害者の雇
用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な
雇用の場を与えるとともに適正な雇用管理を行うこ
とによりその雇用の安定を図るよう努めなければな
らない。
３ 　国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事業主
に対して、障害者の雇用のための経済的負担を軽減
し、もつてその雇用の促進及び継続を図るため、障
害者が雇用されるのに伴い必要となる施設又は設備
の整備等に要する費用の助成その他必要な施策を講
じなければならない。

（住宅の確保）
第 17条　国及び地方公共団体は、障害者の生活の安定
を図るため、障害者のための住宅を確保し、及び障
害者の日常生活に適するような住宅の整備を促進す
るよう必要な施策を講じなければならない。

（公共的施設のバリアフリー化）
第 18条　国及び地方公共団体は、障害者の利用の便宜
を図ることによつて障害者の自立及び社会参加を支
援するため、自ら設置する官公庁施設、交通施設そ
の他の公共的施設について、障害者が円滑に利用で
きるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推
進を図らなければならない。
２ 　交通施設その他の公共的施設を設置する事業者
は、障害者の利用の便宜を図ることによつて障害者
の自立及び社会参加を支援するため、社会連帯の理
念に基づき、当該公共的施設について、障害者が円
滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等
の計画的推進に努めなければならない。
３ 　国及び地方公共団体は、前２項の規定により行わ
れる公共的施設の構造及び設備の整備等が総合的か
つ計画的に推進されるようにするため、必要な施策
を講じなければならない。
４ 　国、地方公共団体及び公共的施設を設置する事業
者は、自ら設置する公共的施設を利用する障害者の
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補助を行う身体障害者補助犬の同伴について障害者
の利用の便宜を図らなければならない。

（情報の利用におけるバリアフリー化）
第 19条　国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報
を利用し、及びその意思を表示できるようにするた
め、障害者が利用しやすい電子計算機及びその関連
装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送
の役務の利用に関する障害者の利便の増進、障害者
に対して情報を提供する施設の整備等が図られるよ
う必要な施策を講じなければならない。
２ 　国及び地方公共団体は、行政の情報化及び公共分
野における情報通信技術の活用の推進に当たつて
は、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮し
なければならない。
３ 　電気通信及び放送その他の情報の提供に係る役務
の提供並びに電子計算機及びその関連装置その他情
報通信機器の製造等を行う事業者は、社会連帯の理
念に基づき、当該役務の提供又は当該機器の製造等
に当たつては、障害者の利用の便宜を図るよう努め
なければならない。

（相談等）
第 20条　国及び地方公共団体は、障害者に関する相談
業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保
護等のための施策又は制度が、適切に行われ又は広
く利用されるようにしなければならない。

（経済的負担の軽減）
第 21条　国及び地方公共団体は、障害者及び障害者を
扶養する者の経済的負担の軽減を図り、又は障害者
の自立の促進を図るため、税制上の措置、公共的施
設の利用料等の減免その他必要な施策を講じなけれ
ばならない。

（文化的諸条件の整備等）
第  22条　国及び地方公共団体は、障害者の文化的意
欲を満たし、若しくは障害者に文化的意欲を起こさ
せ、又は障害者が自主的かつ積極的にレクリエー
ションの活動をし、若しくはスポーツを行うことが
できるようにするため、施設、設備その他の諸条件
の整備、文化、スポーツ等に関する活動の助成その
他必要な施策を講じなければならない。

第３章　障害の予防に関する基本的施策
第 23条　国及び地方公共団体は、障害の原因及び予防
に関する調査及び研究を促進しなければならない。
２ 　国及び地方公共団体は、障害の予防のため、必要
な知識の普及、母子保健等の保健対策の強化、障害
の原因となる傷病の早期発見及び早期治療の推進そ
の他必要な施策を講じなければならない。
３ 　国及び地方公共団体は、障害の原因となる難病等
の予防及び治療が困難であることにかんがみ、障害
の原因となる難病等の調査及び研究を推進するとと
もに、難病等に起因する障害があるため継続的に日
常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者に対す

る施策をきめ細かく推進するよう努めなければなら
ない。

第４章　障害者施策推進協議会
（中央障害者施策推進協議会）
第 24条　内閣府に、障害者基本計画に関し、第９条第
４項（同条第９項において準用する場合を含む。）
に規定する事項を処理するため、中央障害者施策推
進協議会（以下「中央協議会」という。）を置く。
第25条　中央協議会は、委員 30人以内で組織する。
２ 　中央協議会の委員は、障害者、障害者の福祉に関
する事業に従事する者及び学識経験のある者のうち
から、内閣総理大臣が任命する。この場合において、
委員の構成については、中央協議会が様々な障害者
の意見を聴き障害者の実情を踏まえた協議を行うこ
とができることとなるよう、配慮されなければなら
ない。
３ 　中央協議会の委員は、非常勤とする。
４　前三項に定めるもののほか、中央協議会の組織及
び運営に関し必要な事項は、政令で定める。
（地方障害者施策推進協議会）
第 26条　都道府県（地方自治法第 252 条の 19 第１
項の指定都市（以下「指定都市」という。）を含む。
以下同じ。）に、地方障害者施策推進協議会を置く。
２ 　都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会
は、次に掲げる事務をつかさどる。
　一 　都道府県障害者計画に関し、第９条第５項（同

条第９項において準用する場合を含む。）に規定
する事項を処理すること。

　二 　当該都道府県における障害者に関する施策の総
合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査
審議すること。

　三 　当該都道府県における障害者に関する施策の推
進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を
要する事項を調査審議すること。

３ 　都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会の
組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。
４ 　市町村（指定都市を除く。）は、条例で定めると
ころにより、地方障害者施策推進協議会を置くこと
ができる。
５ 　第２項及び第３項の規定は、前項の規定により地
方障害者施策推進協議会が置かれた場合に準用す
る。この場合において、第２項中「都道府県に」と
あるのは「市町村（指定都市を除く。）に」と、同
項第１号中「都道府県障害者計画」とあるのは「市
町村障害者計画」と、「第９条第５項（同条第９項
において準用する場合を含む。）」とあるのは「第９
条第６項（同条第９項において準用する場合を含
む。）」と、第３項中「都道府県」とあるのは「市町
村（指定都市を除く。）」と読み替えるものとする。
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附　則 （抄）
（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。

　附　則 （平成 16年６月４日法律第 80 号）（抄）
（施行期日）
第 １条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、
第２条及び次条（内閣府設置法（平成 11年法律第
89号）第 37 条第３項の表の改正規定に限る。）の
規定は公布の日から起算して１年を超えない範囲内
において政令で定める日から、第３条の規定は平成
19年４月１日から施行する。

（検討）
第 ３条　政府は、この法律の施行後５年を目途として、
この法律による改正後の規定の実施状況、障害者を
取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、障害者に
関する施策の在り方について検討を加え、その結果
に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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平成 18年 12月 13日　ニューヨークで採択
平成 19年９月 28日　ニューヨークで署名
　この仮訳文は署名のための閣議に提出したものであ
り、今後の国会提出へ向けた作業において変更の可能
性があります。

前　　文

この条約の締約国は、
　⒜ 　国際連合憲章において宣明された原則が、人類
社会のすべての構成員の固有の尊厳及び価値並び
に平等のかつ奪い得ない権利が世界における自
由、正義及び平和の基礎を成すものであると認め
ていることを想起し、

　⒝ 　国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国
際規約において、すべての人はいかなる差別もな
しに同宣言及びこれらの規約に掲げるすべての権
利及び自由を享有することができることを宣明
し、及び合意したことを認め、

　⒞ 　すべての人権及び基本的自由が普遍的であり、
不可分のものであり、相互に依存し、かつ、相互
に関連を有すること並びに障害者がすべての人権
及び基本的自由を差別なしに完全に享有すること
を保障することが必要であることを再確認し、

　⒟ 　経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規
約、市民的及び政治的権利に関する国際規約、あ
らゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約、
女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する
条約、拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位
を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約、児童の
権利に関する条約及びすべての移住労働者及びそ
の家族の構成員の権利の保護に関する国際条約を
想起し、

　⒠ 　障害が、発展する概念であり、並びに障害者と
障害者に対する態度及び環境による障壁との間の
相互作用であって、障害者が他の者と平等に社会
に完全かつ効果的に参加することを妨げるものに
よって生ずることを認め、

　⒡ 　障害者に関する世界行動計画及び障害者の機会
均等化に関する標準規則に定める原則及び政策上
の指針が、障害者の機会均等を更に促進するため
の国内的、地域的及び国際的な政策、計画及び行
動の促進、作成及び評価に影響を及ぼす上で重要
であることを認め、

　⒢ 　持続可能な開発の関連戦略の不可分の一部とし
て障害に関する問題を主流に組み入れることが重
要であることを強調し、

　⒣ 　また、いかなる者に対する障害を理由とする差

別も、人間の固有の尊厳及び価値を侵害するもの
であることを認め、

　⒤ 　さらに、障害者の多様性を認め、
　⒥ 　すべての障害者（より多くの支援を必要とする
障害者を含む。）の人権を促進し、及び保護する
ことが必要であることを認め、

　⒦ 　これらの種々の文書及び約束にもかかわらず、
障害者が、世界のすべての地域において、社会の
平等な構成員としての参加を妨げる障壁及び人権
侵害に依然として直面していることを憂慮し、

　⒧ 　あらゆる国（特に開発途上国）における障害者
の生活条件を改善するための国際協力が重要であ
ることを認め、

　⒨ 　障害者が地域社会における全般的な福祉及び多
様性に対して既に又は潜在的に貢献していること
を認め、また、障害者による人権及び基本的自由
の完全な享有並びに完全な参加を促進することに
より、その帰属意識が高められること並びに社会
の人的、社会的及び経済的開発並びに貧困の撲滅
に大きな前進がもたらされることを認め、

　⒩ 　障害者にとって、個人の自律（自ら選択する自
由を含む。）及び自立が重要であることを認め、

　⒪ 　障害者が、政策及び計画（障害者に直接関連す
る政策及び計画を含む。）に係る意思決定の過程
に積極的に関与する機会を有すべきであることを
考慮し、

　⒫ 　人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見
その他の意見、国民的な、種族的な、原住民とし
ての若しくは社会的な出身、財産、出生、年齢又
は他の地位に基づく複合的又は加重的な形態の差
別を受けている障害者が直面する困難な状況を憂
慮し、

　⒬ 　障害のある女子が、家庭の内外で暴力、傷害若
しくは虐待、放置若しくは怠慢な取扱い、不当な
取扱い又は搾取を受ける一層大きな危険にしばし
ばさらされていることを認め、

　⒭ 　障害のある児童が、他の児童と平等にすべての
人権及び基本的自由を完全に享有すべきであるこ
とを認め、また、このため、児童の権利に関する
条約の締約国が負う義務を想起し、

　⒮ 　障害者による人権及び基本的自由の完全な享有
を促進するためのあらゆる努力に性別の視点を組
み込む必要があることを強調し、

　⒯ 　障害者の大多数が貧困の状況下で生活している
事実を強調し、また、この点に関し、貧困が障害
者に及ぼす悪影響に対処することが真に必要であ
ることを認め、

　⒰ 　国際連合憲章に定める目的及び原則の十分な尊

　障害者の権利に関する条約（仮訳文） （※障害者白書平成 22年版より引用）



─ 90 ─

資
料
編

重並びに人権に関する適用可能な文書の遵守に基
づく平和で安全な状況が、特に武力紛争及び外国
による占領の期間中における障害者の十分な保護
に不可欠であることに留意し、

　⒱ 　障害者がすべての人権及び基本的自由を完全に
享有することを可能とするに当たっては、物理的、
社会的、経済的及び文化的な環境、健康及び教育
並びに情報及び通信についての機会が提供される
ことが重要であることを認め、

　⒲ 　個人が、他人に対し及びその属する地域社会に
対して義務を負うこと並びに人権に関する国際的
な文書において認められる権利の増進及び擁護の
ために努力する責任を有することを認識し、

　⒳ 　家族が、社会の自然かつ基礎的な単位であるこ
と並びに社会及び国家による保護を受ける権利を
有することを確信し、また、障害者及びその家族
の構成員が、障害者の権利の完全かつ平等な享有
に向けて家族が貢献することを可能とするために
必要な保護及び支援を受けるべきであることを確
信し、

　⒴ 　障害者の権利及び尊厳を促進し、及び保護する
ための包括的かつ総合的な国際条約が、開発途上
国及び先進国において、障害者の社会的に著しく
不利な立場を是正することに重要な貢献を行うこ
と並びに障害者が市民的、政治的、経済的、社会
的及び文化的分野に均等な機会により参加するこ
とを促進することを確信して、

　次のとおり協定した。
第１条　目的
　この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及
び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、
及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を
促進することを目的とする。
　障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感
覚的な障害を有する者であって、様々な障壁との相互
作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参
加することを妨げられることのあるものを含む。
第２条　定義
　この条約の適用上、
　「意思疎通」とは、言語、文字表記、点字、触覚を使っ
た意思疎通、拡大文字、利用可能なマルチメディア並
びに筆記、聴覚、平易な言葉及び朗読者による意思疎
通の形態、手段及び様式並びに補助的及び代替的な意
思疎通の形態、手段及び様式（利用可能な情報通信技
術を含む。）をいう。
　「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非
音声言語をいう。
　「障害を理由とする差別」とは、障害を理由とする
あらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、
社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野におい
て、他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を認
識し、享有し、又は行使することを害し、又は妨げる

目的又は効果を有するものをいう。障害を理由とする
差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を
含む。）を含む。
　「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等にすべて
の人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを
確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、
特定の場合において必要とされるものであり、かつ、
均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。
　「ユニバーサルデザイン」とは、調整又は特別な設
計を必要とすることなく、最大限可能な範囲ですべて
の人が使用することのできる製品、環境、計画及びサー
ビスの設計をいう。ユニバーサルデザインは、特定の
障害者の集団のための支援装置が必要な場合には、こ
れを排除するものではない。
第３条　一般原則
　この条約の原則は、次のとおりとする。
　⒜ 　固有の尊厳、個人の自律（自ら選択する自由　
を含む。）及び個人の自立を尊重すること。

　⒝ 　差別されないこと。
　⒞ 　社会に完全かつ効果的に参加し、及び社会に　
受け入れられること。

　⒟ 　人間の多様性及び人間性の一部として、障害　
者の差異を尊重し、及び障害者を受け入れること。

　⒠ 　機会の均等
　⒡ 　施設及びサービスの利用を可能にすること。
　⒢　男女の平等
　⒣ 　障害のある児童の発達しつつある能力を尊重
し、及び障害のある児童がその同一性を保持する
権利を尊重すること。

第４条　一般的義務
１ 　締約国は、障害を理由とするいかなる差別もなし
に、すべての障害者のあらゆる人権及び基本的自由
を完全に実現することを確保し、及び促進すること
を約束する。このため、締約国は、次のことを約束
する。
　⒜ 　この条約において認められる権利の実現のた　
め、すべての適当な立法措置、行政措置その他　
の措置をとること。

　⒝ 　障害者に対する差別となる既存の法律、規則、
慣習及び慣行を修正し、又は廃止するためのすべ
ての適当な措置（立法を含む。）をとること。

　⒞ 　すべての政策及び計画において障害者の人権の
保護及び促進を考慮に入れること。

　⒟ 　この条約と両立しないいかなる行為又は慣行も
差し控え、かつ、公の当局及び機関がこの条約に
従って行動することを確保すること。

　⒠ 　個人、団体又は民間企業による障害を理由とす
る差別を撤廃するためのすべての適当な措置をと
ること。

　⒡ 　障害者による利用可能性及び使用を促進し、並
びに基準及び指針の整備に当たりユニバーサルデ
ザインを促進するため、第二条に定めるすべての
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人が使用することのできる製品、サービス、設備
及び施設であって、障害者に特有のニーズを満た
すために可能な限り最低限の調整及び最小限の費
用を要するものについての研究及び開発を約束
し、又は促進すること。

　⒢ 　障害者に適した新たな技術（情報通信技術、移
動補助具、装置及び支援技術を含む。）であって、
妥当な費用であることを優先させたものについて
の研究及び開発を約束し、又は促進し、並びにそ
の新たな技術の利用可能性及び使用を促進するこ
と。

　⒣ 　移動補助具、装置及び支援技術（新たな技術を
含む。）並びに他の形態の援助、支サービス及び
施設に関する情報であって、障害者にとって利用
可能なものを提供すること。

　⒤ 　この条約において認められる権利によって保障
される支援及びサービスをより良く提供するた
め、障害者と共に行動する専門家及び職員に対す
る研修を促進すること。

２ 　締約国は、経済的、社会的及び文化的権利に関し
ては、これらの権利の完全な実現を漸進的に達成す
るため、自国における利用可能な手段を最大限に用
いることにより、また、必要な場合には国際協力の
枠内で、措置をとることを約束する。ただし、この
条約に定める義務であって、国際法に従って直ちに
適用可能なものに影響を及ぼすものではない。
３ 　締約国は、この条約を実施するための法令及び政
策の作成及び実施に当たり、並びにその他の障害者
に関する問題についての意思決定過程において、障
害者（障害のある児童を含む。）を代表する団体を
通じ、障害者と緊密に協議し、及び障害者を積極的
に関与させる。
４ 　この条約のいかなる規定も、締約国の法律又は締
約国について効力を有する国際法に含まれる規定で
あって障害者の権利の実現に一層貢献するものに影
響を及ぼすものではない。この条約のいずれかの締
約国において法律、条約、規則又は慣習によって認
められ、又は存する人権及び基本的自由については、
この条約がそれらの権利若しくは自由を認めていな
いこと又はその認める範囲がより狭いことを理由と
して、それらの権利及び自由を制限し、又は侵して
はならない。
５ 　この条約は、いかなる制限又は例外もなしに、連
邦国家のすべての地域について適用する。
第５条　平等及び差別されないこと
１ 　締約国は、すべての者が、法律の前に又は法律に
基づいて平等であり、並びにいかなる差別もなしに
法律による平等の保護及び利益を受ける権利を有す
ることを認める。
２ 　締約国は、障害を理由とするあらゆる差別を禁止
するものとし、いかなる理由による差別に対しても
平等のかつ効果的な法的保護を障害者に保障する。

３ 　締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃するこ
とを目的として、合理的配慮が提供されることを確
保するためのすべての適当な措置をとる。
４ 　障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するた
めに必要な特別の措置は、この条約に規定する差別
と解してはならない。
第６条　障害のある女子
１ 　締約国は、障害のある女子が複合的な差別を受け
ていることを認識し、及びこの点に関し、障害のあ
る女子がすべての人権及び基本的自由を完全かつ平
等に享有することを確保するための措置をとる。
２ 　締約国は、女子に対してこの条約に定める人権及
び基本的自由を行使し、及び享有することを保障す
ることを目的として、女子の完全な能力開発、向上
及び自律的な意思決定力を確保するためのすべての
適当な措置をとる。
第７条　障害のある児童
１ 　締約国は、障害のある児童が他の児童と平等にす
べての人権及び基本的自由を完全に享有することを
確保するためのすべての必要な措置をとる。
２ 　障害のある児童に関するすべての措置をとるに当
たっては、児童の最善の利益が主として考慮される
ものとする。
３ 　締約国は、障害のある児童が、自己に影響を及ぼ
すすべての事項について自由に自己の意見を表明す
る権利並びにこの権利を実現するための障害及び年
齢に適した支援を提供される権利を有することを確
保する。この場合において、障害のある児童の意見
は、他の児童と平等に、その児童の年齢及び成熟度
に従って相応に考慮されるものとする。

第８条　意識の向上
１ 　締約国は、次のことのための即時の、効果的なか
つ適当な措置をとることを約束する。
　⒜ 　障害者に関する社会全体（家族を含む。）の意
識を向上させ、並びに障害者の権利及び尊厳に対
する尊重を育成すること。

　⒝ 　あらゆる活動分野における障害者に関する定型
化された観念、偏見及び有害な慣行（性及び年齢
を理由とするものを含む。）と戦うこと。

　⒞ 　障害者の能力及び貢献に関する意識を向上させ
ること。

２ 　このため、１の措置には、次のことを含む。
　⒜ 　次のことのための効果的な公衆の意識の啓発活
動を開始し、及び維持すること。

　　ⅰ　障害者の権利に対する理解を育てること。
　　ⅱ 　障害者に対する肯定的認識及び一層の社会の

啓発を促進すること。
　　ⅲ 　障害者の技術、価値及び能力並びに職場及び

労働市場に対する障害者の貢献についての認識
を促進すること。

　⒝ 　教育制度のすべての段階（幼年期からのすべて
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の児童に対する教育制度を含む。）において、障
害者の権利を尊重する態度を育成すること。

　⒞ 　すべてのメディア機関が、この条約の目的に適
合するように障害者を描写するよう奨励すること。

　⒟ 　障害者及びその権利に関する啓発のための研修
計画を促進すること。

第９条　施設及びサービスの利用可能性
１ 　締約国は、障害者が自立して生活し、及び生活の
あらゆる側面に完全に参加することを可能にするこ
とを目的として、障害者が、他の者と平等に、都市
及び農村の双方において、自然環境、輸送機関、情
報通信（情報通信技術及び情報通信システムを含
む。）並びに公衆に開放され、又は提供される他の
施設及びサービスを利用することができることを確
保するための適当な措置をとる。この措置は、施設
及びサービスの利用可能性における障害及び障壁を
特定し、及び撤廃することを含むものとし、特に次
の事項について適用する。
　⒜ 　建物、道路、輸送機関その他の屋内及び屋外の
施設（学校、住居、医療施設及び職場を含む。）

　⒝ 　情報、通信その他のサービス（電子サービス及
び緊急事態に係るサービスを含む。）

２ 　締約国は、また、次のことのための適当な措置を
とる。
　⒜ 　公衆に開放され、又は提供される施設及びサー
ビスの利用可能性に関する最低基準及び指針の実
施を発展させ、公表し、及び監視すること。

　⒝ 　公衆に開放され、又は提供される施設及びサー
ビスを提供する民間の団体が、障害者にとっての
施設及びサービスの利用可能性のあらゆる側面を
考慮することを確保すること。

　⒞ 　障害者が直面している施設及びサービスの利用
可能性に係る問題についての研修を関係者に提供
すること。

　⒟ 　公衆に開放された建物その他の施設において、
点字の標識及び読みやすく、かつ、理解しやすい
形式の標識を提供すること。

　⒠ 　公衆に開放された建物その他の施設の利用可能
性を容易にするための生活支援及び仲介する者
（案内者、朗読者及び専門の手話通訳を含む。）を
提供すること。

　⒡ 　障害者による情報の利用を確保するため、障害
者に対する他の適当な形態の援助及び支援を促進
すること。

　⒢ 　障害者による新たな情報通信技術及び情報通信
システム（インターネットを含む。）の利用を促
進すること。

　⒣ 　情報通信技術及び情報通信システムを最小限の
費用で利用可能とするため、早い段階で、利用可
能な情報通信技術及び情報通信システムの設計、
開発、生産及び分配を促進すること。

第 10条　生命に対する権利

　締約国は、すべての人間が生命に対する固有の権利
を有することを再確認するものとし、障害者が他の者
と平等にその権利を効果的に享有することを確保する
ためのすべての必要な措置をとる。
第 11条　危険な状況及び人道上の緊急事態
　締約国は、国際法（国際人道法及び国際人権法を含
む。）に基づく自国の義務に従い、危険な状況（武力
紛争、人道上の緊急事態及び自然災害の発生を含む。）
において障害者の保護及び安全を確保するためのすべ
ての必要な措置をとる。
第 12条　法律の前にひとしく認められる権利
１ 　締約国は、障害者がすべての場所において法律の
前に人として認められる権利を有することを再確認
する。
２ 　締約国は、障害者が生活のあらゆる側面において
他の者と平等に法的能力を享有することを認める。
３ 　締約国は、障害者がその法的能力の行使に当たっ
て必要とする支援を利用することができるようにす
るための適当な措置をとる。
４ 　締約国は、法的能力の行使に関連するすべての措
置において、濫用を防止するための適当かつ効果的
な保護を国際人権法に従って定めることを確保す
る。当該保護は、法的能力の行使に関連する措置が、
障害者の権利、意思及び選好を尊重すること、利益
相反を生じさせず、及び不当な影響を及ぼさないこ
と、障害者の状況に応じ、かつ、適合すること、可
能な限り短い期間に適用すること並びに権限のあ
る、独立の、かつ、公平な当局又は司法機関による
定期的な審査の対象とすることを確保するものとす
る。当該保護は、当該措置が障害者の権利及び利益
に及ぼす影響の程度に応じたものとする。
５ 　締約国は、この条の規定に従うことを条件として、
障害者が財産を所有し、又は相続し、自己の会計を
管理し、及び銀行貸付け、抵当その他の形態の金融
上の信用について均等な機会を有することについて
の平等の権利を確保するためのすべての適当かつ効
果的な措置をとるものしとし、障害者がその財産を
恣意的に奪われないことを確保する。
第 13条　司法手続の利用
１ 　締約国は、障害者がすべての法的手続（捜査段階
その他予備的な段階を含む。）において直接及び間
接の参加者（証人を含む。）として効果的な役割を
果たすことを容易にするため、手続上の配慮及び年
齢に適した配慮が提供されること等により、障害者
が他の者と平等に司法手続を効果的に利用すること
を確保する。
２ 　締約国は、障害者が司法手続を効果的に利用する
ことに役立てるため、司法に係る分野に携わる者（警
察官及び刑務官を含む。）に対する適当な研修を促
進する。
第 14条　身体の自由及び安全
１ 　締約国は、障害者に対し、他の者と平等に次のこ
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とを確保する。
　⒜ 　身体の自由及び安全についての権利を享有する
こと。

　⒝ 　不法に又は恣（し）意的に自由を奪われないこ
と、いかなる自由のはく奪も法律に従って行われ
ること及びいかなる場合においても自由のはく奪
が障害の存在によって正当化されないこと。

２ 　締約国は、障害者がいずれの手続を通じて自由を
奪われた場合であっても、当該障害者が、他の者と
平等に国際人権法による保障を受ける権利を有する
こと並びにこの条約の目的及び原則に従って取り扱
われること（合理的配慮の提供によるものを含む。）
を確保する。
第  15 条　拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位
を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由

１ 　いかなる者も、拷問又は残虐な、非人道的な若し
くは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を受けな
い。特に、いかなる者も、その自由な同意なしに医
学的又は科学的実験を受けない。
２ 　締約国は、障害者が拷問又は残虐な、非人道的な
若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を受け
ることを防止するため、他の者との平等を基礎とし
て、すべての効果的な立法上、行政上、司法上その
他の措置をとる。
第 16条　搾取、暴力及び虐待からの自由
１ 　締約国は、家庭の内外におけるあらゆる形態の搾
取、暴力及び虐待（性別を理由とするものを含む。）
から障害者を保護するためのすべての適当な立法
上、行政上、社会上、教育上その他の措置をとる。
２ 　また、締約国は、特に、障害者及びその家族並び
に介護者に対する適当な形態の性別及び年齢に配慮
した援助及び支援（搾取、暴力及び虐待の事案を防
止し、認識し、及び報告する方法に関する情報及び
教育を提供することによるものを含む。）を確保す
ることにより、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待
を防止するためのすべての適当な措置をとる。締約
国は、保護事業が年齢、性別及び障害に配慮したも
のであることを確保する。
３ 　締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待の
発生を防止するため、障害者に役立つことを意図し
たすべての施設及び計画が独立した当局により効果
的に監視されることを確保する。
４ 　締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力又は虐待の
被害者となる障害者の身体的、認知的及び心理的な
回復及びリハビリテーション並びに社会復帰を促進
するためのすべての適当な措置（保護事業の提供に
よるものを含む。）をとる。このような回復及び復
帰は、障害者の健康、福祉、自尊心、尊厳及び自律
を育成する環境において行われるものとし、性別及
び年齢に応じたニーズを考慮に入れる。
５ 　締約国は、障害者に対する搾取、暴力及び虐待の
事案が特定され、捜査され、及び適当な場合には訴

追されることを確保するための効果的な法令及び政
策（女子及び児童に重点を置いた法令及び政策を含
む。）を実施する。
第 17条　個人が健全であることの保護
　すべての障害者は、他の者と平等に、その心身が健
全であることを尊重される権利を有する。
第 18条　移動の自由及び国籍についての権利
１ 　締約国は、障害者に対して次のことを確保するこ
と等により、障害者が他の者と平等に移動の自由、
居住の自由及び国籍についての権利を有することを
認める。
　⒜ 　国籍を取得し、及び変更する権利を有するし　
こと並びにその国籍を恣意的に又は障害を理由　
として奪われないこと。

　⒝ 　国籍に係る文書若しくは身元に係る他の文書を
入手し、所有し、及び利用すること又は移動の自
由についての権利の行使を容易にするために必要
とされる関連手続（例えば、出入国の手続）を利
用することを、障害を理由として奪われないこと。

　⒞ 　いずれの国（自国を含む。）からも自由に離れ
ることができること。

　⒟ 　自国に戻る権利を恣し意的に又は障害を理由と
して奪われないこと。

２ 　障害のある児童は、出生の後直ちに登録される。
障害のある児童は、出生の時から氏名を有する権利
及び国籍を取得する権利を有するものとし、また、
できる限りその父母を知り、かつ、その父母によっ
て養育される権利を有する。
第  19 条　自立した生活及び地域社会に受け入れられ
ること

　この条約の締約国は、すべての障害者が他の者と平
等の選択の機会をもって地域社会で生活する平等の権
利を認めるものとし、障害者が、この権利を完全に享
受し、並びに地域社会に完全に受け入れられ、及び参
加することを容易にするための効果的かつ適当な措置
をとる。この措置には、次のことを確保することによ
るものを含む。
　⒜ 　障害者が、他の者と平等に、居住地を選択し、
及びどこで誰と生活するかを選択する機会を有す
ること並びに特定の居住施設で生活する義務を負
わないこと。

　⒝ 　地域社会における生活及び地域社会への受入れ
を支援し、並びに地域社会からの孤立及び隔離を
防止するために必要な在宅サービス、居住サービ
スその他の地域社会支援サービス（人的支援を含
む。）を障害者が利用することができること。

　⒞ 　一般住民向けの地域社会サービス及び施設が、
障害者にとって他の者と平等に利用可能であり、
かつ、障害者のニーズに対応していること。

第 20条　個人的な移動を容易にすること
　締約国は、障害者ができる限り自立して移動するこ
とを容易にすることを確保するための効果的な措置を
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とる。この措置には、次のことによるものを含む。
　⒜ 　障害者が、自ら選択する方法で、自ら選択する
時に、かつ、妥当な費用で個人的に移動すること
を容易にすること。

　⒝ 　障害者が質の高い移動補助具、装置、支援技術、
生活支援及び仲介する者を利用することを容易に
すること（これらを妥当な費用で利用可能なもの
とすることを含む。）。

　⒞ 　障害者及び障害者と共に行動する専門職員に対
し、移動技術に関する研修を提供すること。

　⒟ 　移動補助具、装置及び支援技術を生産する事業
体に対し、障害者の移動のあらゆる側面を考慮す
るよう奨励すること。

第 21条　表現及び意見の自由並びに情報の利用
　締約国は、障害者が、第二条に定めるあらゆる形態
の意思疎通であって自ら選択するものにより、表現及
び意見の自由（他の者と平等に情報及び考えを求め、
受け、及び伝える自由を含む。）についての権利を行
使することができることを確保するためのすべての適
当な措置をとる。この措置には、次のことによるもの
を含む。
　⒜ 　障害者に対し、様々な種類の障害に相応した利
用可能な様式及び技術により、適時に、かつ、追
加の費用を伴わず、一般公衆向けの情報を提供す
ること。

　⒝ 　公的な活動において、手話、点字、補助的及び代
替的な意思疎通並びに障害者が自ら選択する他のす
べての利用可能な意思疎通の手段、形態及び様式を
用いることを受け入れ、及び容易にすること。

　⒞ 　一般公衆に対してサービス（インターネットに
よるものを含む。）を提供する民間の団体が情報
及びサービスを障害者にとって利用可能又は使用
可能な様式で提供するよう要請すること。

　⒟ 　マスメディア（インターネットを通じて情報を
提供する者を含む。）がそのサービスを障害者に
とって利用可能なものとするよう奨励すること。

　⒠ 　手話の使用を認め、及び促進すること。
第 22条　プライバシーの尊重
１ 　いかなる障害者も、居住地又は居住施設のいかん
を問わず、そのプライバシー、家族、住居し又は通
信その他の形態の意思疎通に対して恣意的に又は不
法に干渉されず、また、名誉及び信用を不法に攻撃
されない。障害者は、このような干渉又は攻撃に対
する法律の保護を受ける権利を有する。
２ 　締約国は、他の者と平等に、障害者の個人、健康
及びリハビリテーションに関する情報に係るプライ
バシーを保護する。
第 23条　家庭及び家族の尊重
１ 　締約国は、他の者と平等に、婚姻、家族及び親子
関係に係るすべての事項に関し、障害者に対する差
別を撤廃するための効果的かつ適当な措置をとる。
この措置は、次のことを確保することを目的とする。

　⒜ 　婚姻をすることができる年齢のすべての障害者
が、両当事者の自由かつ完全な合意に基づいて婚
姻をし、かつ、家族を形成する権利を認めること。

　⒝ 　障害者が子の数及び出産の間隔を自由にかつ責
任をもって決定する権利並びに障害者が年齢に適
した情報、生殖及び家族計画に係る教育を享受す
る権利を認め、並びに障害者がこれらの権利を行
使することを可能とするために必要な手段を提供
されること。

　⒞ 　障害者（児童を含む。）が、他の者と平等に生
殖能力を保持すること。

２ 　締約国は、子の後見、養子縁組又はこれらに類する
制度が国内法令に存在する場合には、それらの制度に
係る障害者の権利及び責任を確保する。あらゆる場合
において、子の最善の利益は至上である。締約国は、
障害者が子の養育についての責任を遂行するに当た
り、当該障害者に対して適当な援助を与える。
３ 　締約国は、障害のある児童が家庭生活について平
等の権利を有することを確保する。締約国は、この
権利を実現し、並びに障害のある児童の隠匿、遺棄、
放置及び隔離を防止するため、障害のある児童及び
その家族に対し、包括的な情報、サービス及び支援
を早期に提供することを約束する。
４ 　締約国は、児童がその父母の意思に反してその父
母から分離されないことを確保する。ただし、権限
のある当局が司法の審査に従うことを条件として適
用のある法律及び手続に従いその分離が児童の最善
の利益のために必要であると決定する場合は、この
限りでない。いかなる場合にも、児童は、自己が障
害を有すること又は父母の一方若しくは双方が障害
を有することを理由として父母から分離されない。
５ 　締約国は、近親の家族が障害のある児童を監護す
ることができない場合には、一層広い範囲の家族の
中で代替的な監護を提供し、及びこれが不可能なと
きは、地域社会の中で家庭的な環境により代替的な
監護を提供するようあらゆる努力を払うことを約束
する。
第 24条　教育
１ 　締約国は、教育についての障害者の権利を認める。
締約国は、この権利を差別なしに、かつ、機会の均
等を基礎として実現するため、次のことを目的とす
るあらゆる段階における障害者を包容する教育制度
及び生涯学習を確保する。
　⒜ 　人間の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値につ
いての意識を十分に発達させ、並びに人権、基本
的自由及び人間の多様性の尊重を強化すること。

　⒝ 　障害者が、その人格、才能及び創造力並びに精
神的及び身体的な能力をその可能な最大限度まで
発達させること。

　⒞ 　障害者が自由な社会に効果的に参加することを
可能とすること。

２ 　締約国は、１の権利の実現に当たり、次のことを
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確保する。
　⒜ 障害者が障害を理由として教育制度一般から排除
されないこと及び障害のある児童が障害を理由と
して無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教
育から排除されないこと。

　⒝ 　障害者が、他の者と平等に、自己の生活する地
域社会において、包容され、質が高く、かつ、無
償の初等教育の機会及び中等教育の機会を与えら
れること。

　⒞ 　個人に必要とされる合理的配慮が提供されるこ
と。

　⒟ 　障害者が、その効果的な教育を容易にするため
に必要な支援を教育制度一般の下で受けること。

　⒠ 　学問的及び社会的な発達を最大にする環境にお
いて、完全な包容という目標に合致する効果的で
個別化された支援措置がとられることを確保する
こと。

３ 　締約国は、障害者が地域社会の構成員として教育
に完全かつ平等に参加することを容易にするため、
障害者が生活する上での技能及び社会的な発達のた
めの技能を習得することを可能とする。このため、
締約国は、次のことを含む適当な措置をとる。
　⒜ 　点字、代替的な文字、意思疎通の補助的及び代
替的な形態、手段及び様式並びに適応及び移動の
ための技能の習得並びに障害者相互による支援及
び助言を容易にすること。

　⒝ 　手話の習得及び聴覚障害者の社会の言語的な同
一性の促進を容易にすること。

　⒞ 　視覚障害若しくは聴覚障害又はこれらの重複障
害のある者（特に児童）の教育が、その個人にとっ
て最も適当な言語並びに意思疎通の形態及び手段
で、かつ、学問的及び社会的な発達を最大にする
環境において行われることを確保すること。

４ 　締約国は、１の権利の実現の確保を助長すること
を目的として、手話又は点字について能力を有する
教員（障害のある教員を含む。）を雇用し、並びに
教育のすべての段階に従事する専門家及び職員に対
する研修を行うための適当な措置をとる。この研修
には、障害についての意識の向上を組み入れ、また、
適当な意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及
び様式の使用並びに障害者を支援するための教育技
法及び教材の使用を組み入れるものとする。
５ 　締約国は、障害者が、差別なしに、かつ、他の者
と平等に高等教育一般、職業訓練、成人教育及び生
涯学習の機会を与えられることを確保する。このた
め、締約国は、合理的配慮が障害者に提供されるこ
とを確保する。
第 25条　健康
　締約国は、障害者が障害を理由とする差別なしに到
達可能な最高水準の健康を享受する権利を有すること
を認める。締約国は、障害者が性別に配慮した保健サー
ビス（保健に関連するリハビリテーションを含む。）

を利用することができることを確保するためのすべて
の適当な措置をとる。締約国は、特に、次のことを行う。
　⒜ 　障害者に対して他の者に提供されるものと同一
の範囲、質及び水準の無償の又は妥当な保健及び
保健計画（性及び生殖に係る健康並びに住民のた
めの公衆衛生計画の分野を含む。）を提供すること。

　⒝ 　障害者が特にその障害のために必要とする保健
サービス（適当な場合には、早期発見及び早期関
与を含む。）並びに特に児童及び高齢者の間で障
害の悪化を最小限にし、及び防止するためのサー
ビスを提供すること。

　⒞ 　これらの保健サービスを、障害者自身が属する
地域社会（農村を含む。）の可能な限り近くにお
いて提供すること。

　⒟ 　保健に従事する者に対し、特に、研修を通じて及
び公私の保健に関する倫理基準を定めることによっ
て障害者の人権、尊厳、自立及びニーズに関する意
識を高めることにより、他の者と同一の質の医療（例
えば、情報に基づく自由な同意を基礎とした医療）
を障害者に提供するよう要請すること。

　⒠ 　健康保険及び国内法により認められている場合に
は生命保険の提供に当たり、公正かつ妥当な方法で
行い、及び障害者に対する差別を禁止すること。

　⒡ 　保健若しくは保健サービス又は食糧及び飲料の
提供に関し、障害を理由とする差別的な拒否を防
止すること。

第 26条　リハビリテーション
１ 　締約国は、障害者が、最大限の自立並びに十分な
身体的、精神的、社会的及び職業的な能力を達成し、
及び維持し、並びに生活のあらゆる側面に完全に受
け入れられ、及び参加することを達成し、及び維持
することを可能とするための効果的かつ適当な措置
（障害者相互による支援を通じたものを含む。）をと
る。このため、締約国は、特に、保健、雇用、教育
及び社会に係るサービスの分野において、包括的な
リハビリテーションのサービス及びプログラムを企
画し、強化し、及び拡張する。この場合において、
これらのサービス及びプログラムは、次のようなも
のとする。
　⒜ 　可能な限り初期の段階において開始し、並びに
個人のニーズ及び長所に関する総合的な評価を基
礎とすること。

　⒝ 　地域社会及び社会のあらゆる側面への参加及び
受入れを支援し、自発的なものとし、並びに障害
者自身が属する地域社会（農村を含む。）の可能
な限り近くにおいて利用可能なものとすること。

２ 　締約国は、リハビリテーションのサービに従事す
る専門家及び職員に対する初期研修及び継続的な研
修の充実を促進する。
３ 　締約国は、障害者のために設計された支援装置及
び支援技術であって、リハビリテーションに関連す
るものの利用可能性、知識及び使用を促進する。
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第 27条　労働及び雇用
１ 　締約国は、障害者が他の者と平等に労働について
の権利を有することを認める。この権利には、障害
者に対して開放され、障害者を受け入れ、及び障害
者にとって利用可能な労働市場及び労働環境におい
て、障害者が自由に選択し、又は承諾する労働によっ
て生計を立てる機会を有する権利を含む。締約国は、
特に次のことのための適当な措置（立法によるもの
を含む。）をとることにより、労働についての障害
者（雇用の過程で障害を有することとなった者を含
む。）の権利が実現されることを保障し、及び促進
する。
　⒜ 　あらゆる形態の雇用に係るすべての事項（募集、
採用及び雇用の条件、雇用の継続、昇進並びに安
全かつ健康的な作業条件を含む。）に関し、障害
を理由とする差別を禁止すること。

　⒝ 　他の者と平等に、公正かつ良好な労働条件（例
えば、均等な機会及び同一価値の労働についての
同一報酬）、安全かつ健康的な作業条件（例えば、
嫌がらせからの保護）及び苦情に対する救済につ
いての障害者の権利を保護すること。

　⒞ 　障害者が他の者と平等に労働組合についての権
利を行使することができることを確保すること。

　⒟ 　障害者が技術及び職業の指導に関する一般的な
計画、職業紹介サービス並びに職業訓練及び継続
的な訓練を効果的に利用することを可能とするこ
と。

　⒠ 　労働市場において障害者の雇用機会の増大を図
り、及びその昇進を促進すること並びに職業を求
め、これに就き、これを継続し、及びその職業に
復帰する際の支援を促進すること。

　⒡ 　自営活動の機会、起業能力、協同組合の発展及
び自己の事業の開始を促進すること。

　⒢ 　公的部門において障害者を雇用すること。
　⒣ 　適当な政策及び措置（積極的差別是正措置、奨
励措置その他の措置を含めることができる。）を
通じて、民間部門における障害者の雇用を促進す
ること。

　⒤ 　職場において合理的配慮が障害者に提供される
ことを確保すること。

　⒥ 　開かれた労働市場において障害者が実務経験を
取得することを促進すること。

　⒦ 　障害者の職業リハビリテーション、職業の保持
及び職場復帰計画を促進すること。

２ 　締約国は、障害者が、奴隷の状態又は隷属状態に
置かれないこと及び他の者と平等に強制労働から保
護されることを確保する。
第 28条　相当な生活水準及び社会的な保障
１ 　締約国は、障害者及びその家族の相当な生活水準
（相当な食糧、衣類及び住居を含む。）についての障
害者の権利並びに生活条件の不断の改善についての
障害者の権利を認めるものとし、障害を理由とする

差別なしにこの権利を実現することを保障し、及び
促進するための適当な措置をとる。
２ 　締約国は、社会的な保障についての障害者の権利
及び障害を理由とする差別なしにこの権利を享受す
ることについての障害者の権利を認めるものとし、
この権利の実現を保障し、及び促進するための適当
な措置をとる。この措置には、次の措置を含む。
　⒜ 　障害者が清浄な水のサービスを平等に利用する
ことを確保し、及び障害者が障害に関連するニー
ズに係る適当かつ利用可能なサービス、装置その
他の援助を利用することを確保するための措置

　⒝ 　障害者（特に、障害のある女子及び高齢者）が
社会的な保障及び貧困削減に関する計画を利用す
ることを確保するための措置

　⒞ 　貧困の状況において生活している障害者及びそ
の家族が障害に関連する費用を伴った国の援助
（適当な研修、カウンセリング、財政的援助及び
休息介護を含む。）を利用することを確保するた
めの措置

　⒟ 　障害者が公営住宅計画を利用することを確保す
るための措置

　⒠ 　障害者が退職に伴う給付及び計画を平等に利用
することを確保するための措置

第 29条　政治的及び公的活動への参加
　締約国は、障害者に対して政治的権利を保障し、及
び他の者と平等にこの権利を享受する機会を保障する
ものとし、次のことを約束する。
　⒜ 　特に次のことを行うことにより、障害者が、直

接に、又は自由に選んだ代表者を通じて、他の者
と平等に政治的及び公的活動に効果的かつ完全に
参加することができること（障害者が投票し、及
び選挙される権利及び機会を含む。）を確保する
こと。

　　ⅰ 　投票の手続、設備及び資料が適当であり、利
用可能であり、並びにその理解及び使用が容易
であることを確保すること。

　　ⅱ 　適当な場合には技術支援及び新たな技術の使
用を容易にすることにより、障害者が、選挙及
び国民投票において脅迫を受けることなく秘密
投票によって投票する権利並びに選挙に立候補
する権利並びに政府のあらゆる段階において効
果的に在職し、及びあらゆる公務を遂行する権
利を保護すること。

　　ⅲ 　選挙人としての障害者の意思の自由な表明を
保障すること。このため、必要な場合には、障
害者の要請に応じて当該障害者が選択する者が
投票の際に援助することを認めること。

　⒝ 　障害者が、差別なしに、かつ、他の者と平等に
政治に効果的かつ完全に参加することができる環
境を積極的に促進し、及び政治への障害者の参加
を奨励すること。政治への参加には、次のことを
含む。
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　　ⅰ 　国の公的及び政治的活動に関係のある非政府
機関及び非政府団体に参加し、並びに政党の活
動及び運営に参加すること。

　　ⅱ 　国際、国内、地域及び地方の各段階において
障害者を代表するための組織を結成し、並びに
これに参加すること。

第  30 条　文化的な生活、レクリエーション、余暇及
びスポーツへの参加

１ 　締約国は、障害者が他の者と平等に文化的な生活
に参加する権利を認めるものとし、障害者が次のこ
とを行うことを確保するためのすべての適当な措置
をとる。
　⒜ 　利用可能な様式を通じて、文化的な作品を享受
すること。

　⒝ 　利用可能な様式を通じて、テレビジョン番組、
映画、演劇その他の文化的な活動を享受すること。

　⒞ 　文化的な公演又はサービスが行われる場所（例
えば、劇場、博物館、映画館、図書館、観光サー
ビス）へのアクセスを享受し、並びにできる限り
自国の文化的に重要な記念物及び遺跡へのアクセ
スを享受すること。

２ 　締約国は、障害者が、自己の利益のためのみでな
く、社会を豊かにするためにも、創造的、芸術的及
び知的な潜在能力を開発し、及び活用する機会を有
することを可能とするための適当な措置をとる。
３ 　締約国は、国際法に従い、知的財産権を保護する
法律が、障害者が文化的な作品を享受する機会を妨
げる不当な又は差別的な障壁とならないことを確保
するためのすべての適当な措置をとる。
４ 　障害者は、他の者と平等に、その独自の文化的及
び言語的な同一性（手話及び聴覚障害者の文化を含
む。）の承認及び支持を受ける権利を有する。
５ 　締約国は、障害者が他の者と平等にレクリエー
ション、余暇及びスポーツの活動に参加することを
可能とすることを目的として、次のことのための適
当な措置をとる。
　⒜ 　障害者があらゆる水準の一般のスポーツ活動に
可能な限り参加することを奨励し、及び促進する
こと。

　⒝ 　障害者が障害に応じたスポーツ活動及びレクリ
エーション活動を組織し、及び発展させ、並びに
これらに参加する機会を有することを確保するこ
と。このため、適当な指導、研修及び資源が他の
者と平等に提供されるよう奨励すること。

　⒞ 　障害者がスポーツ、レクリエーション及び観光
の場所へのアクセスを認められることを確保する
こと。

　⒟ 　障害のある児童が遊び、レクリエーション、余
暇及びスポーツ活動（学校制度におけるこれらの
活動を含む。）への参加について均等な機会を享
受することを確保すること。

　⒠ 　障害者がレクリエーション、観光、余暇及びス

ポーツ活動の企画に関与する者によるサービスを
利用することを確保すること。

第 31条　統計及び資料の収集
１ 　締約国は、この条約を実現するための政策を立案
し、及び実施することを可能とするための適当な情
報（統計資料及び研究資料を含む。）を収集するこ
とを約束する。この情報を収集し、及び保存する過
程は、次のことを満たさなければならない。
　⒜ 　障害者の秘密の保持及びプライバシーの尊重を
確保するため、法令によって定められた保護（資
料の保護に関する法令を含む。）を遵守すること。

　⒝ 　人権及び基本的自由を保護するための国際的に
受け入れられた規範並びに統計の収集及び利用に
関する倫理上の原則を遵守すること。

２ 　この条の規定に従って収集された情報は、適宜分
類されるものとし、この条約に基づく締約国の義務
の履行の評価に役立てるため、並びに障害者がその
権利を行使する際に直面する障壁を特定し、及び当
該障壁に対処するために利用される。
３ 　締約国は、これらの統計の普及について責任を負
うものとし、障害者及び他の者が当該統計を利用可
能とすることを確保する。
第 32条　国際協力
１ 　締約国は、この条約の目的及び趣旨を実現するた
めの自国の努力を支援するために国際協力及びその
促進が重要であることを認識し、この点に関し、国
家間において並びに適当な場合には関連のある国際
的及び地域的機関並びに市民社会（特に障害者の組
織）と連携して、適当かつ効果的な措置をとる。こ
れらの措置には、特に次のことを含むことができる。
　⒜ 　国際協力（国際的な開発計画を含む。）が、障

害者を受け入れ、かつ、障害者にとって利用可能
なものであることを確保すること。

　⒝ 　能力の開発（情報、経験、研修計画及び最良の
実例の交換及び共有を通じたものを含む。）を容
易にし、及び支援すること。

　⒞ 　研究における協力並びに科学及び技術に関する
知識の利用を容易にすること。

　⒟ 　適当な場合には、技術援助及び経済援助（利用
可能な支援技術の利用及び共有を容易にすること
による援助並びに技術移転を通じた援助を含む。）
を提供すること。

２ 　この条の規定は、この条約に基づく義務を履行す
る各締約国の義務に影響を及ぼすものではない。
第 33条　国内における実施及び監視
１ 　締約国は、自国の制度に従い、この条約の実施に
関連する事項を取り扱う一又は二以上の中央連絡先
を政府内に指定する。また、締約国は、異なる部門
及び段階における関連のある活動を容易にするた
め、政府内における調整のための仕組みの設置又は
指定に十分な考慮を払う。
２ 　締約国は、自国の法律上及び行政上の制度に従い、
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この条約の実施を促進し、保護し、及び監視するた
めの枠組み（適当な場合には、一又は二以上の独立
した仕組みを含む。）を自国内において維持し、強
化し、指定し、又は設置する。締約国は、このよう
な仕組みを指定し、又は設置する場合には、人権の
保護及び促進のための国内機構の地位及び役割に関
する原則を考慮に入れる。
３ 　市民社会（特に、障害者及び障害者を代表する団
体）は、監視の過程に十分に関与し、かつ、参加する。

第 34条　障害者の権利に関する委員会
１ 　障害者の権利に関する委員会（以下「委員会」と
いう。）を設置する。委員会は、以下に定める任務
を遂行する。
２ 　委員会は、この条約の効力発生の時は 12人の専
門家で構成する。更に60 の国がこの条約を批准し、
又はこれに加入した後は、委員会の委員の数を６人
まで増加させ、最大で 18人とする。
３ 　委員会の委員は、個人の資格で職務を遂行するも
のとし、徳望が高く、かつ、この条約が対象とする
分野において能力及び経験を認められた者とする。
締約国は、委員の候補者を指名するに当たり、第四
条３の規定に十分な考慮を払うよう要請される。
４ 　委員会の委員については、締約国が、委員の配分
が地理的に衡平に行われること、異なる文明形態及
び主要な法体系が代表されること、男女が衡平に代
表されること並びに障害のある専門家が参加するこ
とを考慮に入れて選出する。
５ 　委員会の委員は、締約国会議の会合において、締
約国により当該締約国の国民の中から指名された者
の名簿の中から秘密投票により選出される。締約国
会議の会合は、締約国の３分の２をもって定足数と
する。これらの会合においては、出席し、かつ、投
票する締約国の代表によって投じられた票の最多数
で、かつ、過半数の票を得た者をもって委員会に選
出された委員とする。
６ 　委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発
生の日の後六箇月以内に行う。国際連合事務総長は、
委員会の委員の選挙の日の遅くとも四箇月前まで
に、締約国に対し、自国が指名する者の氏名を二箇
月以内に提出するよう書簡で要請する。その後、同
事務総長は、指名された者のアルファベット順によ
る名簿（これらの者を指名した締約国名を表示した
名簿とする。）を作成し、この条約の締約国に送付
する。
７ 　委員会の委員は、４年の任期で選出される。委員
は、一回のみ再選される資格を有する。ただし、最
初の選挙において選出された委員のうち６人の委員
の任期は、２年で終了するものとし、これらの６人
の委員は、最初の選挙の後直ちに、５に規定する会
合の議長によりくじ引で選ばれる。
８ 　委員会の６人の追加的な委員の選挙は、この条の
関連する規定に従って定期選挙の際に行われる。

９ 　委員会の委員が死亡し、辞任し、又は他の理由の
ために職務を遂行することができなくなったことを
宣言した場合には、当該委員を指名した締約国は、
残余の期間職務を遂行する他の専門家であって、資
格を有し、かつ、この条の関連規定に定める条件を
満たすものを任命する。
10 　委員会は、その手続規則を定める。
11 　国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める
任務を効果的に遂行するために必要な職員及び便
益を提供するものとし、委員会の最初の会合を招集
する。

12 　この条約に基づいて設置される委員会の委員は、
国際連合総会が委員会の任務の重要性を考慮して
決定する条件に従い、同総会の承認を得て、国際連
合の財源から報酬を受ける。

13 　委員会の委員は、国際連合の特権及び免除に関す
る条約の関連規定に規定する国際連合のための職務
を遂行する専門家の便益、特権及び免除を享受する。

第 35条　締約国による報告
１ 　各締約国は、この条約に基づく義務を履行するた
めにとった措置及びこれらの措置によりもたらされ
た進歩に関する包括的な報告を、この条約が自国に
ついて効力を生じた後２年以内に国際連合事務総長
を通じて委員会に提出する。
２ 　その後、締約国は、少なくとも４年ごとに、更に
委員会が要請するときはいつでも、その後の報告を
提出する。
３ 　委員会は、報告の内容について適用される指針を
決定する。
４ 　委員会に対して包括的な最初の報告を提出した締
約国は、その後の報告においては、既に提供した情
報を繰り返す必要はない。締約国は、委員会に対す
る報告を作成するに当たり、公開され、かつ、透明
性のある過程において作成することを検討し、及び
第四条３の規定に十分な考慮を払うよう要請される。
５ 　報告には、この条約に基づく義務の履行の程度に
影響を及ぼす要因及び障害を記載することができる。
第 36条　報告の検討
１ 　委員会は、各報告を検討する。委員会は、当該報
告について、適当と認める提案及び一般的な性格を
有する勧告を行うことができるものとし、これらの
提案及び一般的な性格を有する勧告を関係締約国に
送付する。当該関係締約国は、委員会に対し、自国
が選択する情報を提供することにより回答すること
ができる。委員会は、この条約の実施に関連する追
加の情報を当該関係締約国に要請することができる。
２ 　いずれかの締約国による報告の提出が著しく遅延
している場合には、委員会は、委員会にとって利用
可能な信頼し得る情報を基礎として当該締約国にお
けるこの条約の実施状況を審査することが必要であ
ることを当該締約国に通報することができる。ただ
し、この審査は、関連する報告がその通報の後三箇
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月以内に提出されない場合にのみ行われる。委員会
は、当該締約国がその審査に参加するよう要請する。
当該締約国が関連する報告を提出することにより回
答する場合には、１の規定を適用する。
３ 　国際連合事務総長は、１の報告をすべての締約国
が利用することができるようにする。
４ 　締約国は、１の報告を自国において公衆が広く利
用することができるようにし、これらの報告に関連
する提案及び一般的な性格を有する勧告の利用を容
易にする。
５ 　委員会は、適当と認める場合には、締約国からの
報告に記載されている技術的な助言若しくは援助の
要請又はこれらの必要性の記載に対処するため、こ
れらの要請又は必要性の記載に関する委員会の見解
及び勧告がある場合には当該見解及び勧告ととも
に、国際連合の専門機関、基金及び計画その他の権
限のある機関に当該報告を送付する。
第 37条　締約国と委員会との間の協力
１ 　各締約国は、委員会と協力するものとし、委員の
任務の遂行を支援する。
２ 　委員会は、締約国との関係において、この条約の
実施のための当該締約国の能力を向上させる方法及
び手段（国際協力を通じたものを含む。）に十分な
考慮を払う。
第 38条　委員会と他の機関との関係
　この条約の効果的な実施を促進し、及びこの条約が
対象とする分野における国際協力を奨励するため、
　⒜ 　専門機関その他の国際連合の機関は、その任務
の範囲内にある事項に関するこの条約の規定の実
施についての検討に際し、代表を出す権利を有す
る。委員会は、適当と認める場合には、専門機関
その他の権限のある機関に対し、これらの機関の
任務の範囲内にある事項に関するこの条約の実施
について専門家の助言を提供するよう要請するこ
とができる。委員会は、専門機関その他の国際連
合の機関に対し、これらの機関の任務の範囲内に
ある事項に関するこの条約の実施について報告を
提出するよう要請することができる。

　⒝ 　委員会は、その任務を遂行するに当たり、それ
ぞれの報告に係る指針、提案及び一般的な性格を
有する勧告の整合性を確保し、並びにその任務の
遂行における重複を避けるため、適当な場合には、
人権に関する国際条約によって設置された他の関
連する組織と協議する。

第  39 条　委員会の報告
　委員会は、その活動につき２年ごとに国際連合総会
及び経済社会理事会に報告するものとし、また、締約
国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び一般
的な性格を有する勧告を行うことができる。これらの
提案及び一般的な性格を有する勧告は、締約国から意
見がある場合にはその意見とともに、委員会の報告に
記載する。

第 40条　締約国会議
１ 　締約国は、この条約の実施に関する事項を検討す
るため、定期的に締約国会議を開催する。
２ 　締約国会議は、この条約が効力を生じた後六箇月
以内に国際連合事務総長が招集する。その後の締約
国会議は、２年ごとに又は締約国会議の決定に基づ
き同事務総長が招集する。
第  41 条　寄託
　この条約の寄託者は、国際連合事務総長とする。
第  42 条　署名
　この条約は、2007年３月30 日から、ニューヨーク
にある国際連合本部において、すべての国及び地域的
な統合のための機関による署名のために開放しておく。
第  43 条　拘束されることについての同意
　この条約は、署名国によって批准されなければなら
ず、また、署名した地域的な統合のための機関によっ
て正式確認されなければならない。この条約は、これ
に署名していない国及び地域的な統合のための機関に
よる加入のために開放しておく。
第 44条　地域的な統合のための機関
１ 　「地域的な統合のための機関」とは、特定の地域
の主権国家によって構成される機関であって、この
条約が規律する事項に関してその構成国から権限の
委譲を受けたものをいう。地域的な統合のための機
関は、この条約の規律する事項に関するその権限の
範囲をこの条約の正式確認書又は加入書において宣
言する。その後、当該機関は、その権限の範囲の実
質的な変更を寄託者に通報する。
２ 　この条約において「締約国」についての規定は、
地域的な統合のための機関の権限の範囲内で当該機
関について適用する。
３ 　次条１並びに第 47 条２及び３の規定の適用上、
地域的な統合のための機関が寄託する文書は、これ
を数に加えてはならない。
４ 　地域的な統合のための機関は、その権限の範囲内
の事項について、この条約の締約国であるその構成
国の数と同数の票を締約国会議において投ずる権利
を行使することができる。当該機関は、その構成国
が自国の投票権を行使する場合には、投票権を行使
してはならない。その逆の場合も、同様とする。
第 45条　効力発生
１ 　この条約は、20 番目の批准書又は加入書が寄託
された後 30日目の日に効力を生ずる。
２ 　この条約は、20 番目の批准書、正式確認書又は
加入書が寄託された後にこれを批准し、若しくは正
式確認し、又はこれに加入する国又は地域的な統合
のための機関については、その批准書、正式確認書
又は加入書の寄託の後 30日目の日に効力を生ずる。
第 46条　留保
１ 　この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認
められない。
２　留保は、いつでも撤回することができる。
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第 47条　改正
１ 　いずれの締約国も、この条約の改正を提案し、及
び改正案を国際連合事務総長に提出することができ
る。同事務総長は、締約国に対し、改正案を送付す
るものとし、締約国による改正案の審議及び決定の
ための締約国の会議の開催についての賛否を通報す
るよう要請する。その送付の日から四箇月以内に締
約国の３分の１以上が会議の開催に賛成する場合に
は、同事務総長は、国際連合の主催の下に会議を招
集する。会議において出席し、かつ、投票する締約
国の３分の２以上の多数によって採択された改正案
は、同事務総長により、承認のために国際連合総会
に送付され、その後受諾のためにすべての締約国に
送付される。
２ 　１の規定により採択され、かつ、承認された改正
は、当該改正の採択の日における締約国の３分の２
以上が受諾書を寄託した後 30日目の日に効力を生
ずる。その後は、当該改正は、いずれの締約国につ
いてもその受諾書の寄託の後 30日目の日に効力を
生ずる。改正は、それを受諾した締約国のみを拘束
する。
３ 　締約国会議がコンセンサス方式によって決定する
場合には、１の規定により採択され、かつ、承認さ
れた改正であって、第 34条及び第 38条から第 40
条までにのみ関連するものは、当該改正の採択の日
における締約国の３分の２以上が受諾書を寄託した
後 30日目の日に効力を生ずる。
第 48条　廃棄
　締約国は、国際連合事務総長に対して書面による通
告を行うことにより、この条約を廃棄することができ
る。廃棄は、同事務総長がその通告を受領した日の後
１年で効力を生ずる。
第 49条　利用可能な様式
　この条約は、利用可能な様式で提供される。
第 50条　正文
　この条約は、アラビア語、中国語、英語、フランス語、
ロシア語及びスペイン語をひとしく正文とする。

　以上の証拠として、下名の全権委員は、各自の政府
から正当に委任を受けてこの条約に署名した。
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３　基本的な用語集

＜あ行＞

医療的ケア
　　 　たんの吸引や鼻などから管を通して栄養剤を流し込む経管栄養など、在宅で家族が日常
的に行っている医療的介助行為を、医師法上の「医療行為」と区別して「医療的ケア」と
呼んでいる。

インクルーシブ（インクルージョン）
　　 　「包み込む」「包含する」という意味で、障がいのある人も他の人と一緒に地域の学校で
学び、地域で働く場を確保し、必要なときに必要な援助や支援を受けて生活するために社
会資源を充実し、住民ネットワークで障がいのある人を地域社会の中で包み込んで、とも
に支えていくこと。

NPO（NPO法人）
　　 　「Nonprofit Organization」の略で、非営利組織のことをいう。医療や福祉、環境、文化、

まちづくりなどのさまざまな分野において、営利を目的とせず、社会的使命を意識した活
動を行う民間の組織。特定非営利活動促進法（NPO法）の認証を受けた団体を「NPO法人」
（特定非営利活動法人）という。

＜か行＞

ガイドヘルパー
　　 　単独での外出が困難な知的障がいや重度の視覚障がいのある人等を対象に、外出の際に
付き添い介護を行う人。

学習障がい（LD）
　　 　LDは「Learning Disorders, Learning Disabilities」の略。学習障がいとは、基本的

には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する
能力のうち、特定のものの習得と使用に著しい困難を示すさまざまな状態を指すものであ
る。学習障がいは、その原因として、中枢神経系に何らかの機能障がいがあると推定され
るが、視覚障がい、聴覚障がい、知的障がい、情緒障がいなどの障がいや環境的な要因が
直接の原因となるものではない。

共生社会
　　 　障がいのあるないにかかわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う社会で
あるとともに、障がいのある人が社会の対等な構成員として人権を尊重され、自己選択と
自己決定の下に社会のあらゆる活動に参加、参画し、その一員として責任を分担する社会
のこと。
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協働
　　 　地域の自治、まちづくりの分野においては、市民と事業者、行政が、地域社会の課題の
解決など共通の目的を実現するため、信頼と理解のもと、それぞれの役割と責任を自覚し
ながら、お互いの立場の違いを認めた上で尊重し合い、協力すること。

共同作業所
　　 　法的に日中活動系サービス事業所の諸基準を満たさないために、国の助成制度を受けら
れないが、障がいのある人、親、職員等が共同で働く場をつくり、自主的に運営している
無認可の障がい者施設のこと。小規模作業所、福祉作業所の名称で呼ばれる場合がある。

グループホーム（共同生活援助事業）
　　 　障がいのある人が世話人の援助を受けながら、数人で共同生活を行う住居（マンション、
一戸建て、公的住宅等）のこと。同居あるいは近隣に居住している世話人が、食事の提供、
相談、その他の日常生活上の援助を行う事業。

グループワーク事業
　　 　精神障がいのある人の生活能力や対人関係能力の回復を促し、社会参加の促進を図るこ
とを目的として、ミーティングやスポーツ、レクリエーション活動（外出）などのプログ
ラムを行う事業。

ケアホーム（共同生活介護事業）
　　 　比較的程度の重い障がいのある人が、世話人の援助や介護を受けながら、数人で共同生
活を行う住居（マンション、一戸建て、公的住宅等）のこと。同居あるいは近隣に居住し
ている世話人が主に夜間行われる入浴、排泄、食事の援助や介護等を行う事業。

ケアマネジメント
　　 　個々の要援護者の生活状態にあわせて、要援護者のニーズを明らかにし、ニーズに合致
する社会資源についてのきめ細かいケアプランを作成し、これに基づいて実際にサービス
等の社会資源を提供していく仕組みのこと。さらに、要援護者の状態を継続的に見守るこ
とで、包括的・継続的に支援やサービスの提供体制を確保する支援の方法のこと。

健康すいた 21
　　 　市民の自主的で積極的な健康づくりを支援することを目指して、吹田市が平成 18 年
（2006 年）３月に策定した計画であり、健康増進法第８条に基づく市町村健康増進計画。
　疾病の発病を未然に防ぐ一次予防に重点を置き、栄養・食生活の改善、たばこ対策の推進、
寝たきり・閉じこもり予防など８つの重点項目を設定している。

高機能自閉症
　　 　高機能自閉症とは、３歳位までに現れ、他人との社会的関係の形成の困難さ、言葉の発
達の遅れ、興味や関心が狭く特定のものにこだわることを特徴とする行動の障がいである
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自閉症のうち、知的発達の遅れを伴わないものをいう。また、中枢神経系に何らかの要因
による機能不全があると推定される。

高次脳機能障がい
　　 　交通事故等による頭部外傷、脳血管障がい等による脳の損傷の後遺症として、記憶障が
い、注意障がい、遂行機能障がい、社会的行動障がいなどの認知障がいが生じ、これに起
因して、日常生活・社会生活への適応が困難となる障がいのこと。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）
　　 　一定の地区において、不特定多数の人が利用する公共交通機関の旅客施設及び車両、建
築物、それらに至る経路を構成する道路等のバリアフリー等の一体的な整備を推進し、障
がいのある人等の移動、施設の利用における利便性及び安全性の向上を図ることを目的と
する法律。

＜さ行＞

災害時要援護者登録制度
　　 　大規模な災害が発生した時に、障がいのある人など支援が必要な市民（災害時要援護者）
に対して、安否確認や避難誘導などの支援が行えるよう、自治会・自主防災組織等と連携
により、地域で支える安心・安全のネットワークづくりを進める吹田市の事業。

社会的入院
　　 　医学的には病状が安定しており、入院の必要がなく、在宅での療養が可能であるにもか
かわらず、家族等の支援者や住まいがないなど受け入れ体制が整っていないため、入院生
活を余儀なくされている状態のこと。

障がい者週間
　　 　平成 16年（2004 年）の障害者基本法の改正により、国民が障がいのある人の福祉に
ついての関心と理解を深めるとともに、障がいのある人が社会、経済、文化その他あらゆ
る分野の活動に積極的に参加する意欲を高めることを目的として、従来の「障がい者の日」
（12月９日）に代わるものとして設定された。「障がい者週間」は毎年 12月３日から 12
月９日の１週間で、この期間を中心に、国、地方公共団体、関係団体等においてさまざま
な意識啓発に係る取組を展開する。

障害者の雇用の促進等に関する法律
　　 　障がいのある人が、職業生活において能力を発揮する機会が与えられること、職業人と
して自立するよう努めることを基本理念とし、障がいのある人の雇用と在宅就労の促進に
ついて定めた法律。「障害者雇用促進法」とも呼ばれる。この法律において、一定規模以
上の事業所の事業主は、障がいのある人を一定の割合以上雇用する義務を負うことが定め
られている。
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　　 　たとえば、一般の民間企業のうち、常用労働者数が 56人以上の事業所では 1.8％、国・
地方公共団体では 2.1％、都道府県等の教育委員会では 2.0％などと定められている。

ジョブコーチ
　　 　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく制度。障害者職業センターと協定書を締結
した施設の職員（指定された研修等を修了した者）が、障がいのある人の就労に当たり、
出来ることと出来ないことを事業所に伝達するなど、障がいのある人が円滑に就労できる
ように、職場内外の支援環境を調整しながら、仕事の手順や通勤などの援助を行う人のこ
と。

ジョブライフサポーター
　　 　大阪府の単独制度。障がい者就業・就労サポート協働機構と協定書を締結した施設の職
員（指定された研修等を修了した者）が、企業実習に参加し、体験することで、職場環境
を調整しながら、障がいのある人が仕事面、職業生活面で自立するためのあらゆるサポー
トする人のこと。

成年後見制度
　　 　知的障がいや精神障がい、認知症などの理由により、判断能力が十分ではなく、自分ひ
とりで契約行為や財産管理などを行うことが困難な人を法的に支援する制度。

総合評価一般競争入札制度
　　 　通常の一般競争入札等は、地方自治法により「政令の定めるところにより、契約の目的
に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもって申込みをした者を契約の
相手方とするものとする」と定められています。

　　 　ただし、同法には「予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち最低
の価格をもって申込みをした者以外の者を契約の相手方とすることができる」とされてい
ます。

　　 　総合評価一般競争入札制度とは、価格のほかに優れた技術の提供、環境に配慮した取組、
障がいのある人の雇用など福祉に配慮した取組など、それぞれの評価項目を得点化し、総
合的に評価、判断して契約の相手方の決定を行う入札制度。

＜た行＞

太陽の広場
　　 　放課後に学年の異なった児童が一緒に遊び、子どもたちの自主性や創造性などを育むた
めに、小学校の運動場を活用して地域のボランティアや PTAの協力のもと、子どもたち
が安全で安心して活動できる場所のこと

短期間試行雇用制度（障がい者トライアル雇用制度）
　　 　障がいのある人に関する知識や雇用した経験の浅い事業所が、試行期間（原則３か月）
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を定めて障がいのある人を雇用し、雇用に関する知識や理解を深めることで、就労機会の
拡大に結びつけることを目的とする事業。

注意欠陥多動性障がい（ADHD）
　　 　ADHDは「Attention Deficit ／ Hyperactivity Disorder」の略。注意欠陥多動性障が
いとは、年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、衝動性、多動性を特徴とする行動の障
がいで、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすものである。また、７歳以前に現れ、
その状態が継続し、中枢神経系に何らかの要因による機能不全があると推定される。

特別支援教育
　　 　特別支援教育とは、障がいのある幼児、児童、生徒の自立や社会参加に向けた主体的な
取組を支援するという視点に立ち、幼児、児童、生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、
その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要
な支援を行うものです。

　　 　平成 19年（2007 年）から、特別支援教育が学校教育法に位置づけられ、すべての学
校において、障がいのある幼児、児童、生徒の支援をさらに充実していくこととなった。

＜な行＞

日常生活自立支援事業
　　 　認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が不十分な方が地域において自立
した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用補助、日常的金銭
管理サービス、書類等預かりサービス等のサービスを提供することにより生活を支援する
事業。

　　　本市では、吹田市社会福祉協議会が実施している。

日中活動の場
　　 　障がいのある人の自立、更生を促進し、就労または技能の修得のために必要な機会及び
便宜を与えてその自立を支援し、生きがいをつくることを目的とする日中における活動及
び訓練の場のこと。

　　 　障害者自立支援法では、生活介護、就労移行支援、就労継続支援などのサービスメニュー
がある。

ノーマライゼーション
　　 　障がいのある人が普通にその人らしい生活が送れるのが通常の社会であり、誰もが分け
隔てなく、社会の一員としてお互いを尊重しあい、平和に暮らすことができるのが当たり
前の社会であるという考え方。
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＜は行＞

発達障がい
　　 　発達障害者支援法において、発達障がいは「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎
性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がい、その他これに類する脳機能障がいで
あってその症状が通常低年齢において発現するもの」と定義されている。

バリアフリー
　　 　道路や建築物の入り口の段差などの解消や、読みやすい大きな文字・点字での表示など、
高齢者、障がいのある人などの社会参加や自立を困難にしている物理的、社会的、制度的
なバリアなど、すべての人にとって日常生活の中で存在するあらゆる障がいを除去するこ
と。また、偏見・差別を取り除くことを「心のバリアフリー」という。

ピアカウンセラー
　　 　同じ立場・境遇にある障がいのある人が、その当事者同士でしか理解し合えないことを
語り、互いに支持し合えるカウンセリングをいう。

福祉オンブズパーソン制度
　　 　市が個人を対象に行った福祉保健サービスについて、「受けられるはずだったのに受け

られなかった」などといった苦情の申し立てについて、福祉などの専門家である福祉保健
サービス苦情調整委員（福祉オンブズパーソン）が公正・中立な立場で、申し立て人に代わっ
て、苦情の内容を調査・審査し、必要な場合には市に対して制度の改善や意見などを求め
る制度。

福祉型借上公共賃貸住宅
　　 　公営住宅法に基づき、住宅に困窮している障がいのある人の世帯及び高齢者世帯に供給
することを目的に、公共団体が民間賃貸住宅を借り上げ、これらの人たちに住宅を供給す
る事業。

ホームへルパー
　　 　日常生活に援助を必要とする障がいのある人や高齢者のいる家庭に訪問し、家事や介護
等の援助を行う人。

＜ま行＞

マンパワー
　　 　社会福祉援助などの活動を支える人的資源（労働力）をいう。
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＜や行＞

ユニバーサルデザイン
　　 　文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障がい・能力の如何を問わずに利用
することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。「できるだけ多くの人が
利用可能であるようなデザインにすること」が基本コンセプトであり、デザイン対象を障
がいのある人に限定していない点が一般に言われる「バリアフリー」とは異なる。

＜ら行＞

ライフステージ
　　 　人の一生の成長・成熟の度合いに応じた移り変わりのことで、「乳児期」「幼児期」「児

童期」「思春期」「成人期」「壮年期」「老年期」などに分けたそれぞれの段階をいう。

リハビリテーション
　　 　障がいのある人の身体的、精神的、社会的な適応能力の回復を図ることだけでなく、年
齢や生活段階において、自らの能力を最大限に生かしながら、人間らしく生きるすべての
権利の回復をめざすという考え方。

療育システム
　　 　障がいのある乳幼児へ、一定水準の療育サービスを安定的に供給するため、乳幼児期か
ら青年期まで継続した療育や障がい別でなく、医療・保健・訓練・保育・教育など関係機
関が連携し、障がいの多様なニーズに応じた療育を推進するシステム。






